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２００６年２月期   決算短信（連結）            2006 年４月５日 

上場会社名 イオンクレジットサービス株式会社           上場取引所 東証市場第一部 

コード番号 ８５７０                     本社所在都道府県 東京都 

（URL http：//www.aeoncredit.co.jp) 

代 表 者 役職名  代 表 取 締 役 社 長  氏名 森  美樹 
問合せ先責任者 役職名  常務取締役経営管理本部長  氏名 斉藤 達也   TEL(03)5281－2057 
決算取締役会開催日 2006 年４月５日    

親会社等の名称 イオン㈱（コード番号：8267）           親会社等における当社の議決権所有比率 50.3％ 

米国会計基準採用の有無 無 

１．２００６年２月期の連結業績（２００５年２月２１日～２００６年２月２０日） 

(1)連結経営成績           （記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

 営業収益 営業利益 経常利益 

 
2006 年 2 月期 
2005 年 2 月期 

百万円  ％
１４４,７５１(１７.９) 
１２２,８１０(１２.３) 

百万円  ％
  ４０,２３１(１５.０)

３４,９６９(１４.６)

百万円  ％
４０,１７０(１４.５)
３５,０８４(１４.９)

 

 
当期純利益 

1 株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本
経常利益率

営業収益
経常利益率

 
2006 年 2 月期 
2005 年 2 月期 

百万円  ％
２１,２６２ (１３.８) 
１８,６８３ (１５.５) 

円 銭
405 22 
356 10 

円 銭
― ― 
― ― 

％ 
16.6 
17.0 

％
6.4
6.8

％
27.8
28.6

(注)①持分法投資損益 2006 年 2 月期 ９百万円  2005 年 2 月期 ８百万円 

  ②期中平均株式数(連結) 2006 年 2 月期 52,305,330 株 2005 年 2 月期 52,307,328 株 

    ③会計処理の方法の変更  有 
   ④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2)連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
2006 年 2 月期 
2005 年 2 月期 

百万円
６８９,３５６ 
５６２,０９４ 

百万円
１３８,６９１
１１７,４８０

％ 
２０.１ 
２０.９ 

円  銭
２,６５０ ３２
２,２４４ ９３

(注)期末発行済株式数(連結) 2006 年 2 月期 52,304,694 株 2005 年 2 月期 52,305,852 株 

(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

 
2006 年 2 月期 
2005 年 2 月期 

百万円
△５９,６４２ 
△６８,６６８ 

百万円
△７,７２８ 
△５,８２２ 

百万円 
６６,９６０ 
７５,２７３ 

百万円
１６,４９９ 
１６,６８５ 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
  連結子会社数  12 社  持分法適用非連結子会社数 ―社 持分法適用関連会社数 ２社 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)  １社 (除外)   －社   持分法 (新規)  －社 (除外)   －社 

２．２００７年２月期の業績予想（2006 年 2 月 21 日～2007 年 2 月 20 日） 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 
中 間 期 

（対前年同期増減率） 
通   期 

（対前期増減率） 

百万円 
７６,４００ 
（１２.３％） 

１６２,０００ 
（１１.９％） 

百万円
１８,５００ 
（１１.７％）
４４,５００ 
（１０.６％）

百万円 
   １８,５００ 

（１１.３％） 
   ４４,５００ 

（１０.８％） 

百万円
    ９,６００ 

（１２.０％）
   ２３,８００ 

 (１１.９％）

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）１５１円２５銭 

(注)1株当たり予想当期純利益(通期)は、分割後(1株につき3株の割合)の発行済株式数156,914千株で算出しております。 
※上記数値予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記載しております。 

実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想と異なる結果となる可能性があります。 

 なお、上記業績予想に関する事項は、添付書類 12 頁をご参照下さい。 
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１．企業集団の状況 
 

（１）当社グループは、当社及び連結子会社 12 社並びに持分法適用関連会社２社で構成され、当社の親会社 

である総合小売業を営むイオン株式会社をはじめとするグループ各社と一体となり、それぞれの地域に

おいてクレジットカードを中心とした｢金融サービス事業｣を展開しております。あわせて、｢その他の事

業｣としてコールセンター、保険代理店事業等の拡充に努め、各社が連携してお客さまと直結したサービ

スの提供に取り組んでおります。 

 

（２）当社グループの事業概要及び当社グループ各社との関連を以下に図示しております。 

 

 

 

 

 

 

            金融サービス等の提供 
 

                    

 

        

       商品・サービス等 

  の提供 

 

 

                   

 

 

 

 

 

             

加盟店契約 
 

 

 

                   

 

 

 

 

 

※連結子会社 

○持分法適用関連会社 

                                           
 
 

（注）１．AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.は、香港証券取引所に上場しております。 

   ２．AEON THANA SINSAP（THAILAND）PLC.は、タイ証券取引所に上場しております。 

     ３. Eternal 3 Special Purpose Vehicle Co.,Ltd.は、在外子会社の現地会計基準等の連結範囲の取扱いが変更さ

れたことにより、新たに連結子会社となっております。 

 

 

（金融サービス事業） 
イオンクレジットサービス㈱ 

（連結財務諸表提出会社） 

＜海外＞ 
［金融サービス事業］ 

※AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.（中国・香港） 
※AEON THANA SINSAP（THAILAND）PLC.   （タイ） 
※ACS CAPITAL CORPORATION LTD.          （タイ） 

※AEON CREDIT SERVICE（M）SDN.BHD. （マレーシア） 

※AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）CO.,LTD. （台湾） 

※AEON CREDIT CARD（TAIWAN）CO.,LTD.   （台湾） 

［その他事業］ 

※AEON INFORMATION SERVICE（SHENZHEN）CO.,LTD. 

          （コールセンター）（中国・深圳） 

※ACS INSURANCE BROKER(THAILAND) CO.,LTD. 

（保険代理店） (タイ) 

※Eternal 3 Special Purpose Vehicle Co.,Ltd. 

(タイ) 

＜国内＞ 
［金融サービス事業］ 

※エー・シー・エス債権管理回収㈱  （サービサー） 

※エー・シー・エス・ファイナンス㈱（小口ローン） 
［その他事業］ 

※エヌ・シー・エス興産㈱          （保険代理店） 

○ジャスベル㈱                  （旅行あっせん） 

○㈱イオンビスティー              （ｅコマース） 

（親会社） 

イオン株式会社 

 

（親会社の関係会社) 

ミニストップ株式会社 

株式会社マイカル等 

お 客 さ ま 
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２．経営方針 

（１）経営の基本方針 

当社は、「お客さまの未来と信用を活かす生活応援企業」として、「お客さま第一」、「生活に密着した金融サー

ビスの提供」、「社会の信頼と期待に応える」、「活力あふれる風土の確立」を経営の基本方針とし、金融サービ

スを通じたお客さまへの限りない貢献を永遠（ÆＯＮ）の使命と定めております。 

この基本方針に基づいた、中期ビジョンは次のとおりであります。 

「カード事業を核に、グローバルに活躍する金融サービス会社」 

「加盟店さまに有効活用いただけるマーケティングインフラを提供できる企業」 

（２）利益配分に関する基本方針 

当社は、株主の皆さまに対する利益還元を経営の重要施策と位置付け、株主の皆さまに業績に応じた適正

な利益配分を実施するとともに、事業拡大や生産性向上を実現するための内部留保資金の確保を行い、企業

競争力を高めることを基本方針としております。 

当期の中間配当金は、前中間期より５円増配の３５円を実施いたしました。また、期末配当金は、期初予想か

ら１０円増配、前期実績から１５円増配となる５５円を予定しておりますので、年間配当金は前期と比較して２０円

増配の９０円となる予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、当社株式の長期安定的な保有を促進するとともに、投資家層の拡大と株式の流動性の向上を図るこ

とを重要課題と認識し、これまで１単元の株式数のくくり直しや株式分割を実施してまいりました。 

この方針のもと、個人投資家の皆さまがより投資を行いやすい投資単位となるよう、２００６年２月２１日付けで

１株につき３株の割合で株式分割を実施し、株式の流動性向上に努めました。 

（４）目標とする経営指標 

当社は、企業価値の向上と継続的な成長を確保するため、財務体質の強化を行い、株主資本比率を高めつ

つ、株主資本当期純利益率（ROE）を２０％に向上させ、バランスのとれた経営体質の実現を目指しております。 

（５）対処すべき課題と中長期的な経営戦略 

当社の属するクレジットカード業界は、あらゆる生活領域でカード決済が拡がりを見せており、すでに定着しつ

つある公共料金や医療費等に加え、今後は年金・税金といった公金分野への拡大も期待されております。 

また、非接触型ＩＣカードや携帯電話を媒体としたプリペイド、ポストペイ決済により、コンビニエンスストアやフ

ァーストフード等の小額決済分野におきましても、キャッシュレス化が進展しており、今後もクレジット市場の拡大

が見込まれております。 

一方、メガバンクに加え、有力な顧客基盤を有する事業会社がクレジットビジネスの展開を開始しており、企業

間競争は激しさを増しております。加えて、関連法規の見直しや量的金融緩和政策解除による市場金利の上昇

等、今後起こりうる経営環境の変化に対し、常に敏感に対処していく必要があると考えます。 

このような環境の中で、経営の基本方針及び中期ビジョンを実現するために、「クレジットカード事業の競争力

強化」、「現主力事業の機能を活かした新規事業育成」、｢海外事業の拡大｣、「経営体質の強化」、「ＣＳＲへの取

り組み強化」を重点実施事項として取り組んでまいります。 

 

 

 ２００５年２月期 

１株当たり配当金 

２００６年２月期 

１株当たり配当金 
増減 

中 間 配 当 金 ３０円 ３５円 ５円

期 末 配 当 金 ４０円    ５５円 １５円

年 間 配 当 金 ７０円    ９０円 ２０円

配 当 性 向   ２１．７％  ２４．８％ ３．１％



                                           
                                                                             

- 4 - 

（６）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

    当社は、経営の基本方針及び中期ビジョンを実現し、企業価値を継続して増大させるため、取締役会など意思

決定機関において、経営課題に対する「十分な討議及び検証」と「迅速な意思決定」を追求するとともに、経営に

おける「高い透明性」と「客観性の維持」及び「コンプライアンスの確保」のため、経営監視機能及び内部統制機

能の強化に継続的に取り組んでおります。 

②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

   （会社の機関の内容） 

当社の取締役会は、取締役１１名（うち社外取締役１名）、監査役４名（うち社外監査役４名）にて構成されてお

り、対処すべき経営課題について議論、検証を行った上で、経営判断を行っております。また、取締役会を補完

するものとして、政策検討会議等を開催し、経営環境の変化に対して迅速な経営判断を行える体制を整えており

ます。監査役は、取締役会、その他主要な会議に出席するとともに、内部監査部門と連携強化を図り、コーポレ

ート・ガバナンスの充実に向けた取り組みを実施し、評価、提言を行っております。国内外子会社の管理につい

ては、当社取締役会に毎月営業報告を求め、定期的なミーティングを実施しております。 

   （コーポレート・ガバナンスの基盤となる内部統制システムの整備の状況） 

当社は、内部統制システムを充実させるために「ＣＳＲ統括部」のもと、品質ＩＳＯのマネジメントシステムを推進

する「品質管理室」、お客さまの声を経営に反映させる活動を担う「お客さまサービス推進室」、コンプライアンス

体制を推進する「法務室」、個人情報安全管理対策を推進する「個人情報保護室」及び内部監査部門である 

「検査室」を設置し、事業活動においてお客さまに提供する商品・サービスの品質、業務の有効性・効率性、事業

活動に関わる法令等の遵守について、それぞれの維持・向上に取り組んでおります。 

併せて、これまでに品質ＩＳＯ９００１、JISQ１５００１の要求事項を満たす「プライバシーマーク」、｢情報セキュリ

ティマネジメントシステム（ISMS）適合性評価制度」、英国の規格である情報セキュリティマネジメントシステム 

「ＢＳ７７９９」、インターネット上の個人情報の取り扱いとセキュリティの規格「ＴＲＵＳＴｅ」の認証を取得し、それぞ

れ、「計画」、「実行」、「監視」、「見直し・改善」に継続して取り組み、質的向上を図っております。なお、当期にお

きましては、当社の国内グループ会社であるエヌ･シー･エス興産㈱、エー･シー･エス債権管理回収㈱がプライバ

シーマークの認証を取得いたしました。 

個人情報の安全管理対策につきましては、社長を委員長とする「個人情報安全管理委員会」を定期的に開催

し、対策の提案、評価、見直しに継続的に取り組むとともに、全事業所に配置する「個人情報安全管理者」が全

従業員への教育・研修及びセルフチェックを実施し、個人情報保護に対する意識の向上と規定遵守の徹底を図

っております。加えて、「検査室」による内部監査及び外部機関による監査を定期的に実施し、実効性を確認して

おります。 

また、全従業員が高い倫理性とコンプライアンスの意識を持った行動が実践できるように、業務遂行の姿勢、

心構え、遵守すべき法令をまとめた「行動規範」並びに「行動規範法令編」に基づき、全従業員の教育に取り組

むとともに、通報制度「行動規範１１０番」を設置し、実効性を高めております。 

なお、当期よりクレジットカード業界で初めてＣＳＲレポートの発行を開始いたしました。社会から求められてい

る様々な責任を再確認するとともに、当社のＣＳＲへの取り組み状況を継続して報告してまいります。 

   （リスク管理体制の整備の状況） 

当社を取り巻く経営環境の変化に伴い、リスクとして認識すべき内容も複雑・多様化しております。このような

状況の中、リスクを充分認識し、経営の健全性維持と安定的な収益性、成長性の確保を図るためにリスク管理

体制を充実・強化することが経営上の最重要課題であると認識しております。 
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当社では、日常的なリスク管理を各部署で責任を持って取り組むとともに、「ＣＳＲ統括部」、「人事総務本部」

において各部署におけるリスク管理状況を監視しております。併せて、災害や、事故が発生した場合は迅速、適

切に対応するため「対策本部」を設置いたします。 

また、新たなリスクの認識及びその対応に関しては、「ＣＳＲ統括部」にて洗い出しを実施し、対応方法を部門

横断的に検討、策定しております。 

（役員報酬及び監査報酬の内容） 

当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

・役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額        182 百万円 

監査役の年間報酬総額         24 百万円  計 206 百万円 

    （注）取締役の年間報酬総額には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額 71 百万円を含んでおります。 

  当社及び国内連結子会社は、監査法人トーマツの監査を受けております。 

  なお、監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

・監査報酬の内容 

監査契約に基づく監査証明に係る報酬 50 百万円 

上記以外の報酬            8 百万円  計  59 百万円(税抜き) 

    （注）上記監査契約に基づく監査証明に係る報酬には、英文財務諸表の監査証明に係る報酬3 百万円が含

まれております。 

（会社と会社の社外取締役及び社外監査役並びに会計監査人の人的関係、資本関係又は取引関係その他利

害関係の概要） 

当社の社外取締役（１名）は、親会社であるイオン株式会社の取締役兼執行役副社長であります。なお、当社

と社外取締役及び社外監査役との間に、取引関係その他の利害関係はありません。また、当社と会計監査人で

ある監査法人及びその関与社員との間には特別の利害関係はありません。 

 

（７）親会社等に関する事項 

①親会社等の商号等                                       （2006 年 2 月 20 日現在） 

親会社等 属性 
親会社の議決権 

所 有 割 合 

親 会 社 等 が 発 行 す る 株 券 が 

上 場 さ れ て い る 証 券 取 引 所 等 

イオン株式会社 親会社 
50.3％ 

（ 4.9％） 
株式会社東京証券取引所 市場第一部

   （注） 親会社等の議決権所有割合欄の（ ）内は、間接被所有割合で内数である。  

②親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

当社は親会社であるイオン株式会社を中核としたイオングループに属しております。イオングループは、

総合小売事業、専門店事業、デベロッパー事業及びサービス等事業を営んでおり、当社はサービス等事業

の中の金融サービスに係る事業を担当しております。 

  当社は、イオン株式会社（同社グループ会社含む）と加盟店契約等を締結しております。また、グルー

プ各社との共同企画などを実施し、グループシナジーの発揮に取り組んでおります。 

③ 親会社等との取引に関する事項 

「関連当事者との取引」に関する注記（39 頁）をご参照下さい。 

 



                                           
                                                                             

- 6 - 

（８）事業等のリスク 

    以下に記載する事項は、当社グループの事業に関して、リスク要因となり、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性があると考えられる事項であります。なお、以下に記載する事項は、当社グループの事業に関するす

べてのリスクを網羅的に記述するものではありません。 

 

①法的規制等 

当社グループは、「割賦販売法」、「貸金業の規制等に関する法律」（以下貸金業規制法という）、「利息制限

法」、「出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律」等の法令の適用を受けております。現在、当

社のカードキャッシングの適用金利は、実質年率１９．８％～２５．６％となっておりますので、これら法令等の将

来における改正もしくは解釈の厳格化、または新たな法的規制により、適用金利の大幅な変更の必要性が生じ

た場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、利息制限法第１条第１項に定められた利息の上限金利を超過する部分については、同法同条第２項に

定める弁済の任意性の解釈により、すでに弁済を受けた当該超過部分の金利の返還を請求される場合があり

ます。任意性を厳格に解釈する本年１月の最高裁の判断やこれに伴う将来的な法改正、あるいは法的規制の

動向等により当該返還請求が予想外に拡大した場合､当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

②個人情報漏洩等 

当社及び国内子会社は、２００５年４月１日に全面施行された個人情報保護法が定めるところの個人情報取

扱事業者にあたります。当社グループでは、「コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策

の実施状況」に記載する個人情報の安全管理対策等を実施しておりますが、万一、個人情報の漏洩や不正利

用などの事態が生じた場合、個人情報保護法に基づく業務規定違反として勧告、命令、罰則処分を受ける可能

性があります。これにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③資金調達、調達金利の変動等 

当社グループは、営業活動に必要な資金の調達を金融機関からの借入による間接調達と社債、コマーシャ

ル・ペーパー、債権流動化等の直接調達により行っております。金利変動リスクを最小限に留めるため、長期固

定借入比率７０％以上を維持することで、金利変動の影響の軽減を図っておりますが、金融市況及び景気動向、

当社グループの信用力低下による借入条件の悪化等の場合には、現在と同様の条件で適時に資金調達ができ

ない可能性があります。これにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

④貸倒れについて 

   当社グループの貸倒れにつきましては、自己破産等の申立件数は減少傾向にあり、沈静化しつつありますが、

今後の経済状況の急激な悪化や個人所得の減少等を要因として、自己破産申立、弁護士による債務整理等が

増加するおそれがあります。 

   このような場合には、貸倒引当金の更なる積み増しが必要となり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。また当社が顧客の信用リスクを正確に評価できない場合も、当該顧客の債権に対する予想外の

貸倒損失が発生することになり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤システム運用等 

当社グループは、クレジットカード事業やその他クレジット周辺事業を運営するにあたり、外部の技術を導入し

たソフトウェア、システム及び通信ネットワークを用いて大量の事務処理を行っております。これらのハードウェア

及びソフトウェアの欠陥にともなう不具合の発生、自然災害や事故による通信ネットワークの切断、コンピュータ

ウィルス等による障害を最小限に抑えるため、事務集中センターや基幹サーバーを分散させて設置しております

が、想定を超える障害が発生した場合、事務処理に多大な支障をきたし、その結果、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。 

⑥海外事業等 

    当社グループは、海外において事業を展開しており、為替レートの変動により、当社連結業績に影響を及ぼす

可能性があります。また、当社グループが営業を行う地域における経済成長および個人消費の停滞または悪化、

不安定な政治・経済情勢、事業活動を規制する法律や政策、取引慣行の変更等により、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。 
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⑦主要な提携先等における会員数の拡大 

新規カード会員の獲得は、営業収益の源泉となる非常に重要な要素であり、当社グループでは、新規会員の

多くをイオン株式会社及びイオングループが運営するショッピングセンター等において募集しています。 

現状においては、グループ企業としての緊密な関係を活かし、優先的に新規カード会員募集を行うことができ

るという面で有利な条件となっておりますが、今後の出店方針や既存店の撤退等により、当社グループの会員

数拡大に影響を及ぼす可能性があります。 

⑧競争激化 

    当社の属するクレジットカード業界は、近年、金融再編や規制緩和を背景に、大型合併や銀行との業務提携、

異業種から参入等競争は激化しております。こうした競争の激化が、当社グループの事業、財務状況及び業績

に影響を及ぼす可能性があります。 
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３．経営成績及び財政状態 

（１）経営成績 

①業績全般の状況 

当期は、ポイント制度の充実をはじめとする特典強化や、公共料金・医療機関の加盟店開発によるカードの利

便性向上等に継続して取り組むとともに、携帯電話での入会申込受付開始や即時発行拠点の拡大等により、カ

ード会員の拡大に取り組みました。 

また、マレーシアでノンバンク初となるクレジットカード発行の開始、ベトナムへの駐在員事務所開設等、海外

での事業展開をさらに強化するとともに、国内においても、保険代理店事業、サービサー事業等、現主力事業を

活かしたクレジット周辺事業の強化により、順調に業容を拡大することができました。 

加えて、事業領域拡大に向けた取り組みとして、東日本旅客鉄道㈱及びコスモ石油㈱と提携カード発行をは

じめとする、広範な事業提携をすることができました。 

 

これらの取り組みにより、当期の連結業績は、取扱高２兆１,８３０億６０百万円（前期比１５.８％増）、 

営業収益１,４４７億５１百万円（同１７.９％増）、営業利益４０２億３１百万円（同１５.０％増）、経常利益  

４０１億７０百万円（同１４.５％増）、当期純利益２１２億６２百万円（同１３.８％増）と会 社 設 立 以 来 の最

高 益 を更 新 し、増 収 増 益 を継 続 することができました。 

 

また、当期の単独業績は、取扱高１兆９,４９６億３１百万円（前期比１５.０％増）、営業収益１,０９７億３６百万円

（同１５.９％増）、営業利益３２０億１百万円（同１２.０％増）、経常利益３２７億２８百万円（同１１.９％増）、当期純

利益１９０億５６百万円（同１２.７％増）となり、連 結 業 績 同 様 、増 収 増 益 を継 続 することができました。 

 

②地域別セグメントの状況 

当社は全セグメントの営業収益､営業利益の合計額に占める「金融サービス事業」の割合がいずれも９０％を超

えているため､事業の種類別セグメント状況の記載を省略し､地域別セグメント状況を説明いたします。 

 

【国内事業】 

（イオンクレジットサービス㈱の概況） 

＜お客さま満足向上に向けた取り組み＞ 

・当期は、特定加盟店でのカードご利用時にプレミアムポイントを進呈する「ときめきポイントクラブ」の開始や、とき

めきポイントの web マネー化等、ポイント制度の充実に継続して取り組むとともに、ＥＴＣカードへの車両損傷お見

舞制度の導入など、新たなサービスの導入に取り組みました。 

・また、毎月のお支払いにカード決済をご利用頂くための取り組みとして、新たに東京電力㈱との加盟店契約を締結

し、電力会社との加盟店契約は累計４社となりました。さらに、大学病院をはじめとする医療機関等の加盟店開発

にも積極的に取り組み、カードの利便性向上に努めました。 

・これらの取り組みにより、稼働会員数は前期末と比較し、４９万人増の７６６万人に増加するとともに、カードショッピ

ング取扱高は１兆２，９４６億円（前期比２０.４％増）と業界平均を大幅に上回る伸びを継続することができました。 

 

 2004 年 2 月期 2005 年 2 月期 2006 年 2 月期 

稼働会員数 640 万人 717 万人 766 万人

カードショッピング取扱高 
8,958 億円

（前期比 23.3％増）

1 兆 754 億円 

（前期比 20.0％増） 

1 兆 2,946 億円

（前期比 20.4％増）
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＜カード会員の拡大に向けた取り組み＞ 

・当期は、イオンマルシェ㈱との提携による「イオンカルフールカード」、阪神有料道路サービス協会との提携による

「ＴＨＲＵ ＷＡＹカード」、福岡ソフトバンクホークスマーケティング㈱と提携した「クラブホークスカード」等、各種提携

カードの発行を開始するとともに、提携先店舗での店頭募集強化に加え、携帯電話での申込受付や即時発行サー

ビスの拡大など新たな会員募集チャネルの開発に取り組みました。 

・また、カード発行期間短縮に向けて、口座振替電子設定端末を１，０００台体制に拡大するとともに、自動審査率の

向上など、カード発行プロセスの刷新に取り組みました。 

・これらの取り組みにより、当期末の有効会員数は８０万人純増の１，３７０万人となりました。 

 2004 年 2 月期 2005 年 2 月期 2006 年 2 月期 

有効会員数 
1,210 万人

（前期比 7.1％増）

1,290 万人 

（前期比 6.6％増） 

1,370 万人

（前期比 6.2％増）

 

・なお、当期は、東日本旅客鉄道㈱と「イオンＳｕｉｃａカード」の発行、コスモ石油㈱と「コスモ･ザ･カード・オーパス」の

発行に関して合意するとともに、本年３月には、㈱エヌ･ティ･ティ･ドコモとイオンカード｢ｉＤ｣の開始に関して事業提携

を行うことができました。 

 

＜経営体質の強化＞ 

・金利上昇局面へ対応するため、７年物の無担保普通社債３００億円の発行や金融機関からの長期固定借入の実施

により、安定的な資金の確保に取り組むとともに、カードショッピング１回払い債権の流動化など、資金調達の多様

化に継続して取り組み、｢長期固定借入比率は７７％｣、｢直接調達比率は３８％｣に高めております。 

・また、自然災害や事故等によるシステム障害を最小限に抑えるため、クレジット業界初となるオーソリシステムの  

２センター化など、ディザスタリカバリー（災害対策）への取り組みを強化いたしました。 

・さらに、無担保債権の管理・回収を行うプライマリーサービシング業務において、日本最高位となる「ＡＢＰＳ２＋」の

格付けをフィッチ・レーティングスより取得いたしました。 

・なお、当期より顧客満足企業を目指した取り組みとして「まいにち AEON CARD」をブランドメッセージとしたブランド

構築の展開を開始しております。 

 

（国内子会社の概況） 

＜保険代理店事業＞（エヌ・シー・エス興産㈱） 

・当期は､データウエアハウスを活用したダイレクトメールによるターゲットマーケティング､請求書を活用したカー

ド団体傷害保険、地震ケガ保険などの新商品の販売、医療保険サイトの充実など無店舗販売の強化に取り組む

とともに、新たに、テレマーケティングによる交通傷害保険の販売に取り組みました。 

・また、個人情報のマネジメントシステム「プライバシーマーク」を保険業界として初めて認証取得いたしました。 

・保険販売の競争が激化する中、当期の営業収益は１０億７４百万円（前期比２．５％増）と前年を上回る実績となり

ました。 

 

＜サービサー事業＞（エー・シー・エス債権管理回収㈱） 

・当期は、社会保険庁が実施する市場化テストにおいて、国民年金保険料収納業者の第１号に選定され、東京・名古

屋・大阪地区での業務を開始いたしました。また、新たに北陸瓦斯㈱から回収業務を受託するとともに、ボーダフォ

ン㈱、㈱ウイルコムの業務受託エリアを拡大することができました。 

・さらに、個人情報保護強化の取り組みの一環として「プライバシーマーク」を認証取得いたしました。 

・これらの取り組みにより、当期の営業収益は１２億７０百万円（前期比２９．９％増）と順調に拡大することができまし

た。 

 

以上の取り組みにより、国内事業における営業収益は、１,１１２億９４百万円（前期比１５．９％増）、営業利益

３３０億６０百万円（同１２．３％増）と増収増益を達成いたしました。 
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【海外事業】 

＜中国・香港での事業＞ 

・イオンクレジットサービス（アジア）（AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD.）におきましては、マカオへのサービ

スカウンター設置をはじめ、営業ネットワークを１５ヶ所から２０ヶ所体制に拡大いたしました。また、５種類の提携

カードを発行し、会員募集強化に取り組んだ結果、カード会員数は８７万人に拡大いたしました。 

・また、中国のカード決済ネットワークである中国銀聯と提携し、広州地区の同社加盟店の開放やＡＴＭの相互開

放を開始いたしました。 

・これらの取り組みにより、当期の営業収益は８億８０百万香港ドル（前期比３．４％増）となりました。 

・なお、中国の広州及び深圳で事業展開しておりますイオンインフォメーションサービス（シンセン）（AEON 

INFORMATION SERVICE(SHENZHEN)CO.,LTD.）におきましては、中国本土でのクレジットビジネス開始を目指し､

審査、債権管理、コールセンターの各種代行業務を行うセンター機能を充実させ、オペレーター席を２３０席に拡

大いたしました。 

 

＜タイでの事業＞ 

・イオンタナシンサップ（タイランド）（AEON THANA SINSAP(THAILAND)PLC.）におきましては、化粧品販売チェーン

やカー用品販売チェーンなどと、新たに４種類の提携カードを発行するとともに、会員募集の強化に取り組んだ結

果、カード会員数は１４０万人となりました。 

・また、損害保険代理店事業を展開するエー･シー･エス･インシュランスブローカー（タイランド）（ACS INSURANCE 

BROKER(THAILAND)CO.,LTD.）におきましては、クレジットカード事業を通じて培った顧客分析ノウハウ及び顧客

データベースを活用して、保険商品の販売に取り組みました。 

・これらの取り組みにより、当期の営業収益は６４億５３百万バーツ（前期比３０．９％増）と順調に拡大いたしまし

た。 

 

＜マレーシアでの事業＞ 

・イオンクレジットサービス（マレーシア）（AEON CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD.）におきましては、香港、タイ、台湾

に続き、ノンバンクとして初めてクレジットカードの発行を開始し、提携先店舗での会員募集強化やメンバーカード

のクレジットカード化に取り組み、カード発行開始から４ヶ月間で３万人のカード会員を獲得いたしました。 

・また、新たに７店舗の支店を開設（合計２０店舗）し、営業ネットワークの拡大に取り組みました。 

・これらの取り組みにより、当期の営業収益は８２百万リンギット（前期比６２．２％増）に拡大いたしました。 

 

＜台湾での事業＞ 

・クレジットカード事業を展開するイオンクレジットカード（台湾）（AEON CREDIT ＣＡＲＤ(TAIWAN)CO.,LTD.）におき

ましては、「キングダムホテルカード」、「ロイヤルホストカード」、「ワタミカード」などの新規提携カードを発行し、 

会員募集を強化した結果、カード会員数は１０万人に拡大いたしました。 

・ ハ イ ヤ ー パ ー チ ェ ス 事 業 を 展 開 し て お り ま す イ オ ン ク レ ジ ッ ト サ ー ビ ス （ 台 湾 ） （ AEON CREDIT 

SERVICE(TAIWAN)CO.,LTD.）は、家電量販店との共同企画の実施などにより、取扱高拡大に取り組みました。 

 

＜その他の活動＞ 

・前期のインドネシア・ジャカルタへの駐在員事務所開設に続き、ベトナムのハノイに駐在員事務所を開設し、市場

調査を開始いたしました。 

 

以上の取り組みにより、海外事業における営業収益は、３３４億５６百万円（前期比２４．９％増）、営業利益７１ 

億７０百万円（同２９．４％増）と増収増益を達成いたしました。 
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（２）財政状態 

当連結会計年度は、クレジットカード事業の取扱高の拡大により割賦売掛金及び営業貸付金が順調に増加

いたしました。これにより、総資産は、前連結会計年度と比較して１,２７２億６２百万円増加の６,８９３億５６百万

円となりました。 

また、株主資本は、当期純利益に加え、その他有価証券評価差額金等の増加もあり、前連結会計年度と比

較して２１２億１１百万円増加し、１,３８６億９１百万円となりました。 

〔当連結会計年度におけるキャッシュ・フロー〕                        （単位：百万円）           

 前連結会計年度 当連結会計年度 増減 

営 業 活 動 によるキャッシュ・フロー △68,668 △59,642 9,025

投 資 活 動 によるキャッシュ・フロー △5,822 △7,728 △1,905

財 務 活 動 によるキャッシュ・フロー 75,273 66,960 △8,312

現金及び現金同等物に係る換算差額  △16 223 240

現 金 及 び現 金 同 等 物 の増 加 額 765 △186 △952

現金及び現金同等物の期首残高 15,919 16,685 765

現金及び現金同等物の期末残高 16,685 16,499 △186

・営業活動によるキャッシュ・フローは、国内外でのクレジットカード事業の順調な取扱高の拡大により、営業債

権の増加による資金の支出は１,２２８億５６百万円ありましたが、税金等調整前当期純利益が前連結会計年

度と比較し、１０.９％増の３８６億５５百万円と順調に拡大したため、５９６億４２百万円の支出にとどめることが

できました。 

・投資活動によるキャッシュ・フローは、事務集中センター及び営業拠点の増設、システム投資を継続的に実施

いたしました。これにより、７７億２８百万円の支出となりました。 

・財務活動によるキャッシュ・フローは、拡大する営業活動の資金需要に対応すべく前連結会計年度に引き続

き、将来の金利上昇リスクに備え、無担保普通社債の発行や長期借入れによる資金の調達を実施しました。

これらにより、６６９億６０百万円の収入となりました。 

 

これらの取り組みにより、当連結会計年度末の現金及び現金同等物残高は前連結会計年度末と比較し、１億

８６百万円減少の１６４億９９百万円となりました。 

 

（３）環境保全、社会貢献活動 

環境保全活動といたしましては、チャリティ機能付カードや「ときめきポイント」による寄附活動を

通じて、全国の森林保護、自然環境保全活動を実施するとともに、従業員による地域の清掃活動、「環

境ＩＳＯ１４００１」のマネジメントシステムに基づく、紙の使用量や使用エネルギーの削減に継続し

て取り組んでまいりました。 

 社会貢献活動といたしましては、これまで寄附活動を行ってまいりました全国４９ヶ所の身障者施設へ

の従業員によるボランティア活動の実施、「ときめきポイント」を通じた日本点字図書館への点字図書、

テープ図書の寄贈の継続に加えて、当期は、日本ユニセフ協会を通じたスマトラ沖地震の被災者、米国ハ

リケーン「カトリーナ」の被災者、パキスタン・インド地震の被災者への支援募金を行うとともに、２４

時間テレビ「愛は地球を救う」キャンペーンに協賛し、全国の事業所や募集カウンター、インターネット

での募金活動に取り組みました。 

さらに、イオン１％クラブ、イオン環境財団を通じた活動では、アジア・国内での植樹活動や、世界遺

産知床の森を守ろう募金の実施など環境保全活動に加えて、地域のこども参加型のエコロジーミュージカ

ル「天狗のかくれ里」や「ドイツに学ぶエコライフツアー」の開催、「愛・地球博」における「こども環

境サミット２００５」を開催いたしました。 

これらの活動が評価され、社会的責任を果たす信頼性の高い企業に投資選択するための世界的指標

「FTSE 4 Good Index」に選定されました。 
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４．次期の見通し 

当社の属するクレジットカード業界は、メガバンクを中心に会員基盤の統合と機能分業の再編が進展す

る中、有力な顧客基盤を有する事業会社が独自のノウハウ・チャネルを活用してクレジット事業を開始す

るなど、引き続き競争激化が予想されます。   

これら企業との競争に打ち勝っていくため、ポイント制度をはじめとする特典の充実や、公共料金・

公金分野における加盟店開発など、お客さまニーズにお応えするサービス提供に努めるとともに、非接

触型ＩＣカードや携帯電話などを媒体とした新たな決済手段への対応や、マーケティング活動の推進に

より、クレジットカード事業の競争力強化に取り組んでまいります。 

また、これまでクレジットカード事業を通じて培ったノウハウ、機能、営業基盤を活用し、保険代理

店事業、サービサー事業等の事業育成に国内外にて取り組んでまいります。 

高い経済成長を続けるアジア各国におきましては、カード会員の拡大やクレジット周辺事業への展開に

加えて、新たな地域への事業展開を行い、海外事業を拡大させてまいります。 

このような事業拡大を支えるため、優秀な人材の採用・育成や、ブランディング活動などにより     

経営体質の強化を行うとともに、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たすべく、個人情報保護強化やディザ

スタリカバリー体制の構築に取り組んでまいります。 

以上の重点実施事項を着実に実施し､より一層、お客さまにご満足いただける企業を目指してまいります。 

 

  [２００７年２月期 重点実施事項] 

・クレジットカード事業の競争力強化 

      ・現主力事業の機能を活かした新規事業育成 

・海外事業の拡大 

・経営体質の強化 

・ＣＳＲへの取り組み強化 

 

 [２００７年２月期の業績予想] 

 

 

 

 

 

 

[配当予想]  

２００７年２月期の配当金につきましては、中間配当金１５円、期末配当金２０円、年間配当金は３５円を予想し

ております。 

なお、２００６年２月２１日付けで、１株につき３株の割合で株式分割を実施しておりますので、株式分割実施前

に換算いたしますと、年間配当金は１０５円に相当し、前期と比較して実質１５円の増配となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連結業績予想 前期比 単独業績予想 前期比 

営 業 収 益 １,６２０億円 １１１.９％ １,２３０億円 １１２.１％

営 業 利 益 ４４５億円 １１０.６％ ３５３億円 １１０.３％

経 常 利 益 ４４５億円 １１０.８％ ３６２億円 １１０.６％

当 期 純 利 益 ２３８億円 １１１.９％ ２１０億円 １１０.２％

２００７年２月期予想  
２００６年２月期 

１株当たり配当金 １株当たり配当金 
株式分割前換算の 

１株当たり配当金 

中 間 配 当 金 ３５円 １５円 （４５円） 

期 末 配 当 金 ５５円 ２０円 （６０円） 

年 間 配 当 金 ９０円 ３５円 （１０５円） 

配 当 性 向 ２４.８％ ２６.２％ － 
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１【連結財務諸表等】 

(1)【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（2005年２月20日現在） 
当連結会計年度 

（2006年２月20日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  １６，６８８  １６，５０２

２．割賦売掛金 ※１ １５８，００８  １９７，０９２

３．営業貸付金 ※１ ３５５，０４１  ４３９，３６５

４．立替金  ８，７３３  ３，８４５

５．前払費用  ９５７  １，３７０

６．繰延税金資産  ５，２５７  １０，２２７

７．未収入金  ７，３５７  ９，０４１

８．未収収益  ５，３０７  ７，０２４

９．その他  ２，２１５  ２，４９３

貸倒引当金  △２０，３４９  △２７，８７０

流動資産合計  ５３９，２１９ ９５．９  ６５９，０９３ ９５．６

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1)建物  １，５１７ １，９１４ 

減価償却累計額  ８２４ ６９２ １，０１５ ８９９

(2)車両運搬具  ７３ ２２３ 

減価償却累計額  ４８ ２４ ５１ １７１

(3)器具備品  １７，６９７ １９，９１４ 

減価償却累計額  １３，０１０ ４，６８６ １４，６１０ ５，３０３

有形固定資産合計  ５，４０４ １．０  ６，３７３ ０．９

２．無形固定資産   

(1)ソフトウェア  ３，２３４  ６，０６０

(2)電話加入権  ４０  ４１

(3)ソフトウェア仮勘定  １，５２６  －

無形固定資産合計  ４，８０１ ０．９  ６，１０２ ０．９
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前連結会計年度 

（2005年２月20日現在） 
当連結会計年度 

（2006年２月20日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産    

(1)投資有価証券 ※２ ９，３４１  １３，５１３ 

(2)長期前払費用  ５４１  １，１０１ 

(3)前払年金費用  １１７  ３６ 

(4)繰延税金資産  １６  ８ 

(5)差入保証金  ２，４８９  ２，８９３ 

(6)その他  １６２  ２３４ 

投資その他の資産合計  １２，６６９ ２．２  １７，７８７ ２．６

固定資産合計  ２２，８７４ ４．１  ３０，２６３ ４．４

資産合計  ５６２，０９４ １００．０  ６８９，３５６ １００．０

    

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  ４３，１７５  ５０，７６２ 

２．短期借入金  １８，５８９  ２８，２３８ 

３．１年以内返済予定の長期借 
入金 

 ５１，６３７  ４６，３８２ 

４．１年以内返済予定の 
社債 

 ２，７５０  － 

５．コマーシャル・ペーパー  －  ７，０００ 

６．未払金  ６，６６８  ５，５７４ 

７．未払費用  ２，２３１  ２，６４９ 

８．未払法人税等  ８，８３１  １１，０１５ 

９．前受収益  ３２６  ５７６ 

１０．預り金  ２，５４０  ２，５４６ 

１１．賞与引当金  ２６１  ２８５ 

１２．ポイント制度引当金  ７１８  １，９３７ 

１３．利息返還損失引当金  －  ２２４ 

１４．その他  ３０３  ７３８ 

流動負債合計  １３８，０３５ ２４．６  １５７，９３１ ２２．９
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前連結会計年度 

（2005年２月20日現在） 
当連結会計年度 

（2006年２月20日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債  
 

１．社債  ６０，０００ ９３，９８６ 

２．長期借入金  ２３２，８０６ ２７７，７６１ 

３．繰延税金負債  １，８００ ３，２９０ 

４．その他 ※３ １０４ ２，５０１ 

固定負債合計  ２９４，７１１ ５２．４ ３７７，５３９ ５４．８

負債合計  ４３２，７４６ ７７．０ ５３５，４７１ ７７．７

   

（少数株主持分）   

少数株主持分  １１，８６７ ２．１ １５，１９３ ２．２

   

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※４ １５，４６６ ２．８ １５，４６６ ２．２

Ⅱ 資本剰余金  １７，０４９ ３．０ １７，０５１ ２．５

Ⅲ 利益剰余金  ８２，６９２ １４．７ ９９，９７５ １４．５

Ⅳ その他有価証券評価差額金  ３，４１４ ０．６ ５，６７９ ０．８

Ⅴ 為替換算調整勘定  △１，０６６ △０．２ ６０７ ０．１

Ⅵ 自己株式 ※５ △   ７６ △０．０ △   ８８ △０．０

   資本合計  １１７，４８０ ２０．９ １３８，６９１ ２０．１

負債、少数株主持分及び資本合計  ５６２，０９４ １００．０ ６８９，３５６ １００．０
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②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

 （自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
 （自 2005年２月21日 

至 2006年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 百分比（％） 金額（百万円） 百分比（％）

Ⅰ 営業収益    

１．総合あっせん収益  ２５，５５９ ３１，７０１  

２．個品あっせん収益  ６，０６３ ７，６３４  

３．融資収益  ８３，９６７ ９８，６４０  

４．融資代行収益  ２，７３４ ２，３７４  

５．償却債権回収益  １，１２４ １，３７２  

６．その他の収益  ３，３５３ ２，９８７  

７．金融収益    

受取利息  ７ １２２，８１０ １００．０ ３９ １４４，７５１ １００．０

Ⅱ 営業費用    

１．販売費及び一般管理費    

(1)広告・販売促進費  ７，０８８ ９，５３４  

(2)ポイント制度引当金 
繰入額 

 ７１８ １，９３５  

(3)貸倒損失  ６，２４１ ２，４３５  

(4)貸倒引当金繰入額  ２０，３８１ ２７，６６８  

(5)役員報酬  ２２５ ２３８  

(6)従業員給与賞与  １０，７１７ １２，３７９  

(7)福利厚生費  ２，１３３ ２，４９３  

(8)賞与引当金繰入額  ２６２ ２７８  

(9)退職給付費用  １８７ １９６  

(10)通信交通費  ７，９２４ ８，３８８  

(11)租税公課  １，８６１ ２，４２９  

(12)賃借料  ３，０５４ ３，７７０  

(13)ＣＤ運営費  ２，７６２ ２，９５８  

(14)支払手数料  ６，９７３ ７，８８７  

(15)減価償却費  ３，２９２ ３，９４８  

(16)システム運用費  １，４７８ １，８１０  

(17)その他  ６，４８６ ８１，７９０ ６６．６ ８，３５８ ９６，７１０ ６６．８
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前連結会計年度 

 （自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
 （自 2005年２月21日 

至 2006年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 百分比（％）

２．金融費用    

(1)支払利息  ５，８７７ ７，４４２  

(2)その他  １７３ ６，０５０ ４．９ ３６７ ７，８０９ ５．４

営業費用合計  ８７，８４０ ７１．５  １０４，５１９ ７２．２

営業利益  ３４，９６９ ２８．５  ４０，２３１ ２７．８

Ⅲ 営業外収益    

１．受取配当金  ８７ ９２  

２．受取保険金  ５ ７  

３．金利スワップ評価益  １２４ ７１  

４．連結調整勘定償却額  １７ ３７  

５．持分法による投資利益  ８ ９  

６．その他  １５ ２５８ ０．２ ２５ ２４３ ０．２

Ⅳ 営業外費用    

１．為替差損  ２９ ２７  

２．事務所撤去費用  ４９ ７５  

３．固定資産除却損  １６ ５０  

４．その他  ４７ １４４ ０．１ １５０ ３０４ ０．２

経常利益  ３５，０８４ ２８．６  ４０，１７０ ２７．８
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前連結会計年度 

 （自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
 （自 2005年２月21日 

至 2006年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 百分比（％）

Ⅴ 特別利益    

投資有価証券売却益  － －  ６０４ ０．４

Ⅵ 特別損失    

１．退職給付制度の改定に
伴う損失 

※１ １４４ －  

２．ソフトウェア除却損  ６１ ５２６  

３．投資有価証券評価損  １ －  

４．在外子会社の会計処理の
変更に伴う損失 

 － ３１１  

５．ポイント制度引当金繰入   
   額 

※２ － １，０５７  

６．利息返還損失引当金繰入  
   額 

 － ２２４  

７．その他 ※３ ９ ２１７ ０．２ － ２，１１９ １．５

税金等調整前当期純利益  ３４，８６６ ２８．４  ３８，６５５ ２６．７

法人税、住民税及び事業税  １５，６４９ １９，５８５  

法人税等調整額  △１，８４８ １３，８００ １１．２ △４，９２８ １４，６５７ １０．１

少数株主利益  ２，３８２ ２．０  ２，７３５ １．９

当期純利益  １８，６８３ １５．２  ２１，２６２ １４．７
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③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

 （自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
 （自 2005年２月21日 

至 2006年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   １７，０４６  １７，０４９ 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

   自己株式処分差益   ２  ２ 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   １７，０４９  １７，０５１ 

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   ６７，４６３  ８２，６９２ 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

   当期純利益   １８，６８３  ２１，２６２ 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  ３，４００  ３，９２２  

２．役員賞与金  ５４ ３，４５４ ５７ ３，９７９ 

 Ⅳ 利益剰余金期末残高   ８２，６９２ ９９，９７５ 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

 （自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
 （自 2005年２月21日 

至 2006年２月20日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  ３４，８６６ ３８，６５５ 

減価償却費  ３，２９２ ３，９４８ 

連結調整勘定償却額  △１７ △３７ 

貸倒引当金の増加額  ２０，３８１ ２７，６６８ 

ポイント制度引当金の増加額  ５３８ １，２１６ 

利息返還損失引当金の増加額  － ２２４ 

退職給付引当金の減少額  △２５ － 

前払年金費用の減少(△増加)額  △１１７ ８０ 

受取配当金  △８７ △９２ 

投資有価証券売却益  － △６０４ 

ソフトウェア除却損  ６１ ５２６ 

在外子会社の会計処理の変更に
伴う損失 

 － ３１１ 

金利スワップ評価益  △１２４ △７１ 

持分法による投資利益  △８ △９ 

社債発行費償却  ６４ １８６ 

割賦売掛金の増加額  △４３，８５０ △３６，８３９ 

営業貸付金の増加額  △６２，００７ △８６，０１７ 

その他流動資産の減少（△増加）
額 

 △４，８１４ １，５０２ 

買掛金の増加（△減少）額  △５，３５５ ７，３２７ 

その他流動負債の増加（△減少）
額 

 ３，４６０ △９１４ 

役員賞与の支払  △５４ △５７ 

その他  △６３ ７６３ 

 小計  △５３，８５９ △４２，２３２ 

配当金の受取額  ８７ ９２ 

法人税等の支払額  △１４，８９６ △１７，５０３ 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △６８，６６８ △５９，６４２ 
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前連結会計年度 

 （自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
 （自 2005年２月21日 

至 2006年２月20日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △２ △２ 

定期預金の払出による収入  ７８ ２ 

有形固定資産の取得による支出  △２，１１８ △３，４２８ 

有形固定資産の売却による収入  ３ ２７ 

無形固定資産の取得による支出  △２，９７４ △３，３７９ 

投資有価証券の取得による支出  △２８ △３９７ 

投資有価証券の売却による収入  １ ６０８ 

その他  △７８１ △１，１５８ 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △５，８２２ △７，７２８ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純減少額  △３，２２１ △１，０９７ 

コマーシャル・ペーパーの純増加 
（△減少）額 

 △８，０００ ７，０００ 

長期借入れによる収入  １１３，８９７ ８７，１０９ 

長期借入金の返済による支出  △３３，２４４ △５２，０３９ 

社債の発行による収入  ９，９３５ ３３，４８５ 

社債の償還による支出  － △２，７８０ 

自己株式の増加額  △１８ △１０ 

少数株主への株式発行による 
収入 

 － ７４ 

配当金の支払額  △３，４００ △３，９２２ 

少数株主への配当金の支払額  △６７４ △８５７ 

財務活動によるキャッシュ・フロー  ７５，２７３ ６６，９６０ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △１６ ２２３ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  ７６５ △１８６ 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  １５，９１９ １６，６８５ 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ １６，６８５ １６，４９９ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しており、その内容

は次のとおりであります。 

すべての子会社を連結しており、その内容

は次のとおりであります。 

 連結子会社数    11社 連結子会社数    12社 

 

 

 

連結子会社名 

①エヌ・シー・エス興産㈱ 

②エー・シー・エス債権管理回収㈱ 

③エー・シー・エス・ファイナンス㈱ 

④AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD．

⑤AEON THANA SINSAP(THAILAND)PLC． 

⑥AEON CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD． 

⑦AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）

CO.,LTD． 

⑧AEON INFORMATION 

SERVICE(SHENZHEN)CO.,LTD． 

⑨ACS CAPITAL CORPORATION LTD． 

⑩AEON CREDIT CARD（TAIWAN）CO.,LTD．

⑪ACS INSURANCE BROKER（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）

ＣＯ.,ＬＴＤ． 

なお、ACS INSURANCE BROKER（ＴＨＡＩＬＡＮ

Ｄ）ＣＯ.,ＬＴＤ．は、会社設立により新たに連

結子会社となっております。 

 

連結子会社名 

①エヌ・シー・エス興産㈱ 

②エー・シー・エス債権管理回収㈱ 

③エー・シー・エス・ファイナンス㈱ 

④AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD．

⑤AEON THANA SINSAP(THAILAND)PLC． 

⑥AEON CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD． 

⑦AEON CREDIT SERVICE（TAIWAN）

CO.,LTD． 

⑧AEON INFORMATION 

SERVICE(SHENZHEN)CO.,LTD． 

⑨ACS CAPITAL CORPORATION LTD． 

⑩AEON CREDIT CARD（TAIWAN）CO.,LTD．

⑪ACS INSURANCE BROKER（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）

CO.,LTD． 

⑫Eternal 3 Special Purpose Vehicle  

    Co.,Ltd． 

なお、Eternal 3 Special Purpose Vehicle 

Co.,Ltd．は、在外子会社の現地会計基準等

の連結範囲の取扱いが変更されたことに

より新たに連結子会社となっております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

関連会社に持分法を適用しており、その内

容は次のとおりであります。 

同     左 

 関連会社数   ２社  

 関連会社名 

ジャスベル㈱ 

㈱イオンビスティー 

 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち９社の事業年度末日は、 

連結決算日と一致しております。 

なお、AEON INFORMATION SERVICE

（SHENZHEN）CO.,LTD.及びACS INSURANCE 

BROKER（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）ＣＯ.,ＬＴＤ．の事業年度

末日は12月31日でありますが、連結財務諸

表作成にあたっては、連結決算日で実施し

た仮決算に基づく財務諸表を使用しており

ます。 

連結子会社のうち10社の事業年度末日

は、 連結決算日と一致しております。 

なお、AEON INFORMATION SERVICE

（SHENZHEN）CO.,LTD.及びACS INSURANCE 

BROKER（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）ＣＯ.,ＬＴＤ．の事業年度

末日は12月31日でありますが、連結財務諸

表作成にあたっては、連結決算日で実施し

た仮決算に基づく財務諸表を使用しており

ます。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

４．会計処理基準に関する事項   

（１）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  

①有価証券 その他有価証券 

（時価のあるもの） 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）に

よっております。 

その他有価証券 

（時価のあるもの） 

同     左 

 

 

 （時価のないもの） 

移動平均法による原価法によっておりま

す。 

（時価のないもの） 

同     左 

    ②デリバティブ 時価法によっております。 同     左 

（２）重要な減価償却資産の 

減価償却の方法 

  

①有形固定資産 経済的耐用年数に基づく定額法によってお

ります。 

主な資産の経済的耐用年数として、提出会

社では下記の年数を採用しております。 

ＣＤ（キャッシュディスペンサー）４年 

同     左 

②無形固定資産 自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年以内）に基づく

定額法によっております。 

同     左 

（３）繰延資産の処理方法 社債発行費は支出時に全額費用としてお

ります。 

 

同     左 

（４）重要な引当金の計上基準   

    ①貸倒引当金 営業債権等の貸倒れによる損失に備え、 

一般債権及び貸倒懸念債権毎にそれぞれ

過去の貸倒実績等を勘案して定めた一定 

の基準により算出した必要額を計上して 

おります。 

同     左 

②賞与引当金 従業員に対する賞与に備え、支給見込額

のうち当連結会計年度に対応する負担額

を計上しております。 

同     左 

③ポイント制度引当金 提出会社が実施するポイント制度におい

て、カード会員に付与したポイントの使用に

より発生する費用負担に備え、当連結会計

年度末における将来使用見込額を計上し

ております。 

（追加情報） 

従来、連結会計年度末における負担見込

額に重要性がなかったため「未払金」に

含めて表示しておりましたが、2004年12

月にポイント繰越制度が開始されたこと

に伴い連結会計年度末残高に重要性が増

してきたため、当連結会計年度末より「ポ

イント制度引当金」として区分表示して

おります。 

この変更による損益への影響額はありま

せん。なお、前連結会計年度末における

当該金額は180百万円であります。 

提出会社及び一部の在外子会社が実施す

るポイント制度において、カード会員に付与

したポイントの使用により発生する費用負

担に備え、当連結会計年度末における将

来使用見込額を計上しております。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

④利息返還損失引当金 

 

 

 

 

                     

 

 

将来の利息返還の請求に備え、過去の返

還実績等を勘案した必要額を計上しており

ます。 

（追加情報） 

 従来、支払時に費用処理していた利息の

返還額については、2006年1月に「貸金業

の規制等に関する法律」第43条（みなし弁

済規定）に関する最高裁判決が出されたこ

と、利息の返還額に金額的重要性が増して

きたことを鑑み、また、日本公認会計士協

会より「「貸金業の規制等に関する法律」の

みなし弁済規定の適用に係る最高裁判決

を踏まえた消費者金融会社等における監

査上の留意事項について」（日本公認会計

士協会リサーチ・センター審理情報［No．

24］平成18年３月15日）が公表されたことを

踏まえ、当連結会計年度より、将来の利息

返還請求により発生すると見込まれる額を

引当計上しております。 

なお、この変更により従来と比較して、税金

等調整前当期純利益は224百万円減少し

ております。 

⑤退職給付引当金 提出会社は、従業員の退職給付に備え、

当連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。数理計算上の

差異は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

同     左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

（５）収益の計上基準 

  ①総合あっせん 

  （イ）加盟店手数料 

   

 

 

 

  （ロ）顧客手数料 

   

 

  ②個品あっせん 

  （イ）加盟店手数料 

  

 

 

 

 

  （ロ）顧客手数料 

 

 

 

 

  ③融資 

 

 

加盟店への立替払実行時に一括して計上

しております。 

 

 

 

残債方式による期日到来基準に基づき計

上しております。 

 

 

加盟店への立替払実行時に一括して計上

しております。 

 

 

 

 

均分法による期日到来基準に基づき計上

しております。 

 

 

 

残債方式による発生主義に基づき計上し

ております。 

 

 

提出会社及び一部の在外子会社は、加盟

店への立替払実行時に一括して計上して

おります。 

一部の在外子会社は、残債方式による発

生主義に基づき計上しております。 

提出会社及び在外子会社は、残債方式に

よる期日到来基準に基づき計上しておりま

す。 

 

提出会社及び一部の在外子会社は、加盟

店への立替払実行時に一括して計上して

おります。一部の在外子会社は、残債方式

による発生主義に基づき計上しておりま

す。 

 

提出会社は、均分法による期日到来基準

に基づき計上しております。在外子会社

は、主として７・８分法による期日到来基準

に基づき計上しております。 

 

提出会社及び在外子会社は、残債方式に

よる発生主義に基づき計上しております。 

 

（会計処理の変更） 

香港会計基準（ＨＫＡＳ）39号「金融商品：認

識及び測定」が2005年１月１日以降に開始

する会計年度から適用されたことに伴い

AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD.で

は、当連結会計年度から同会計基準を適

用しております。同会計基準の適用に伴

い、融資等の開始時における取扱手数料

を一括して収益計上する方法から残債方

式による発生主義に基づき収益計上する

方法に変更しております。 

この変更により、前連結会計年度と比べて

営業収益及び営業利益が29百万円減少

し、特別損失が311百万円増加したことによ

り、税金等調整前当期純利益が341百万円

減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該

箇所に記載しております。 

（６）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘定に含めて

計上しております。 

同     左 

（７）重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については､通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。 

同     左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

（８）重要なヘッジ会計の方法   

①ヘッジ会計の方法 

 

 

繰延ヘッジ処理によっております。また、特

例処理の要件を満たす金利スワップ取引

については、特例処理によっております。 

同     左 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 

 

ヘッジ対象は借入金の金利変動リスク及び

為替変動リスクであり、これに対応するヘッ

ジ手段は金利スワップ・オプション取引及び

通貨スワップ・為替予約取引であります。 

同     左 

 

③ヘッジ方針 

 

各社が定める規定に基づき、財務活動に

係る金利変動リスク及び為替変動リスクを

ヘッジする目的に限定してデリバティブ取

引を行っております。 

同     左 

 

④ヘッジ有効性の評価方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの

期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の

相場変動またはキャッシュ・フロー変動の

累計を比較し、両者の変動額を基礎にして

有効性を評価しております。ただし、特例処

理によっている金利スワップ取引について

は、有効性の評価を省略しております。 

同     左 

 

（９）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 
  

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。ただし、資産に

係る控除対象外消費税等は、長期前払消

費税等として投資その他の資産の「その

他」に計上し、法人税法の規定に定める期

間で償却しております。 

同     左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同     左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年間

の均等償却を行っております。 

なお、少額な金額は発生時に一括償却して

おります。 

同     左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。 

同     左 

８．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資でありま

す。 

同     左 
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会計処理の変更 

前連結会計年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

                       （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成 14 年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成 15

年 10 月 31 日）が 2004 年３月 31 日以降に終了する連結

会計年度に係る連結財務諸表から適用できることになっ

たことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適

用指針を適用しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

 

表示方法の変更 

 

前連結会計年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

                        

 

 

 

（貸借対照表関係） 

  従来、無形固定資産に個別掲記していた「ソフトウェア仮勘

定」は、当連結会計年度末においてソフトウェアの金額に

占める重要性がなくなったため、無形固定資産の「ソフトウ

ェア」に含めて表示しております。なお、当連結会計年度末

における当該金額は396百万円であります。 

 

追加情報 

前連結会計年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

                        （外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第

９号）が 2003 年３月 31 日に公布され、2004 年４月１日以

後に開始する連結会計年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（平成 16 年２月 13 日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第 12 号）に従い、法人事業税

の付加価値割及び資本割については販売費及び一般管

理費の「租税公課」に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費の「租税公課」が２６６

百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益がそれぞれ同額減少しております。 
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 注記事項 
（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（2005年２月20日現在） 

当連結会計年度 
（2006年２月20日現在） 

※１．割賦売掛金及び営業貸付金 ※１．割賦売掛金及び営業貸付金 

（1）部門別の割賦売掛金残高は次のとおりであります。 （1）部門別の割賦売掛金残高は次のとおりであります。 
 

部門別 金額（百万円） 

総合あっせん 130,634 

個品あっせん 27,373 

合計 158,008 
  

 
部門別 金額（百万円） 

総合あっせん 172,072 

個品あっせん 25,019 

合計 197,092 
  

(2）割賦売掛金に含まれる信託受益権 

当連結会計年度末の割賦売掛金残高には、債権

流動化に伴い保有した信託受益権が3,625百万

円含まれております。 

(3）営業貸付金に含まれる信託受益権 

当連結会計年度末の営業貸付金残高には、債権

流動化に伴い保有した信託受益権が14,634百

万円含まれております。 

(4）割賦売掛金及び営業貸付金の売却取引 

提出会社は、割賦売掛金のうちカードショッピ

ング（総合あっせん）の１回払い債権の一部

（41,304百万円）をコンチェルト・レシーバブ

ルズ・コーポレーションに売却しております。 

AEON THANA SINSAP（THAILAND）PLC.は、割賦

売掛金及び営業貸付金のうちカードショッピ

ング及びカードキャッシングのリボルビング

払い債権の一部（8,131百万円）をEternal 

Credit Card Special Purpose Vehicle Co.,Ltd．

に売却しております。 

(2）割賦売掛金に含まれる信託受益権 

当連結会計年度末の割賦売掛金残高には、債権

流動化に伴い保有した信託受益権が3,098百万

円含まれております。 

(3）営業貸付金に含まれる信託受益権 

当連結会計年度末の営業貸付金残高には、債権

流動化に伴い保有した信託受益権が12,163百

万円含まれております。 

(4）割賦売掛金及び営業貸付金の売却取引 

提出会社は、割賦売掛金のうちカードショッピ

ング（総合あっせん）の１回払い債権の一部

（50,000百万円）をコンチェルト・レシーバブ

ルズ・コーポレーションに売却しております。 

Eternal 3 Special Purpose Vehicle Co.,Ltd.

は、AEON THANA SINSAP（THAILAND）PLC.の割

賦売掛金及び営業貸付金の一部（6,885百万円）

を売却しております。 

※２．関連会社に係る注記 ※２．関連会社に係る注記 

各科目に含まれている関連会社に対する主な資

産は次のとおりであります。 

各科目に含まれている関連会社に対する主な資

産は次のとおりであります。 
 
投資有価証券（株式） 29百万円

  

 
投資有価証券（株式） 39百万円

  

※３．「その他」には、連結調整勘定９百万円が含ま

れております。 

 

※４．提出会社の発行済株式総数は、普通株式 

   52,322,336株であります。 

 

※５．連結会社及び関連会社が保有する自己株式数は、

普通株式16,484株であります。 

※３．「その他」には、連結調整勘定275百万円が含ま

れております。 

 

※４．提出会社の発行済株式総数は、普通株式 

   52,322,336株であります。 

 

※５．連結会社及び関連会社が保有する自己株式数は、

普通株式17,642株であります。 
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前連結会計年度 
（2005年２月20日現在） 

当連結会計年度 
（2006年２月20日現在） 

 

  ６．当座貸越契約、借入コミットメント契約及び貸出

コミットメント契約 

（１）当座貸越契約及び借入コミットメント契約 

     提出会社及び一部の連結子会社は、運転資金

の効率的な調達を行うため、取引銀行数行と

当座貸越契約及び借入コミットメント契約

を締結しております。これらの契約に基づく

借入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越及び借入コミットメント極度額 51,369百万円 

借入実行額 3,474百万円 

差引：借入未実行残高 47,894百万円 

（２）貸出コミットメント契約 

     提出会社及び一部の連結子会社は、クレジッ

トカード業務に附帯するキャッシング業務等

を行っております。当該業務における貸出コ

ミットメントに係る貸出未実行残高は次のと

おりであります。 

貸出コミットメント総額 3,679,240百万円 

貸出実行額 328,676百万円 

差引：貸出未実行残高 3,350,564百万円 

     なお、上記には、流動化の対象とした債権に

     係る金額を含んでおります。 

     また、上記貸出コミットメント契約において

は、借入人の資金使途、信用状態等に関する

審査が貸出の条件となっているため、必ずし

も全額が貸出実行されるものではありませ

ん。 

 

  ６．当座貸越契約、借入コミットメント契約及び貸出

コミットメント契約 

（１）当座貸越契約及び借入コミットメント契約 

     提出会社及び一部の連結子会社は、運転資金

の効率的な調達を行うため、取引銀行数行と

当座貸越契約及び借入コミットメント契約

を締結しております。これらの契約に基づく

借入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越及び借入コミットメント極度額 52,545百万円 

借入実行額 865百万円 

差引：借入未実行残高 51,680百万円 

（２）貸出コミットメント契約 

提出会社及び一部の連結子会社は、クレジッ 

トカード業務に附帯するキャッシング業務等

を行っております。当該業務における貸出コ

ミットメントに係る貸出未実行残高は次のと

おりであります。 

貸出コミットメント総額 4,271,059百万円 

貸出実行額 388,742百万円 

差引：貸出未実行残高 3,882,316百万円 

      なお、上記には、流動化の対象とした債権に

係る金額を含んでおります。 

      また、上記貸出コミットメント契約において

は、借入人の資金使途、信用状態等に関する

審査が貸出の条件となっているため、必ずし

も全額が貸出実行されるものではありませ

ん。 
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 2004年２月21日 
至  2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

※１．退職給付制度の改定に伴う損失は、厚生年金基金

から企業年金基金へ制度を移行した後、企業年金

基金の積立金の一部を確定拠出年金制度へ移換し

たこと等に伴い発生した損失であります。 

 

※２.                         

 

※３．その他の主な内容は提出会社の会員権の評価損  

９百万円であります。 

 ４．部門別取扱高 

総合あっせん 1,117,933百万円

個品あっせん 53,444百万円

融資 512,167百万円

融資代行 194,052百万円

その他 7,312百万円

 合計 1,884,909百万円
 

※１．                  

 

 

 

 

※２．過年度に付与したポイントの使用によるものであ

ります。 

※３．                  

 

４．部門別取扱高 

総合あっせん 1,348,860百万円

個品あっせん 45,023百万円

融資 609,944百万円

融資代行 174,036百万円

その他 5,195百万円

 合計 2,183,060百万円
   

 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 2004年２月21日 
至  2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（2005年２月20日現在) （2006年２月20日現在)
 
現金及び預金 16,688百万円

預入期間が３ヶ月超及び担保に供し
ている定期預金 

△ 2百万円

現金及び現金同等物 16,685百万円
  

 
現金及び預金 16,502百万円

預入期間が３ヶ月超及び担保に供し
ている定期預金 

△ 3百万円

現金及び現金同等物 16,499百万円
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額
相当額 

（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 

（百万円）

車両運搬具  61 11 50

器具備品 2,351 515 1,835

ソフトウェア    267       73      194

計 2,680 600 2,080

  

 

 
取得価額
相当額 

（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 

（百万円）

車両運搬具  132 44 87

器具備品 2,432 1,040 1,391

ソフトウェア    268      133      135

計 2,832 1,218 1,614

  
（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

 
１年以内 630百万円

１年超 1,469百万円

合計 2,100百万円
  

 
１年以内 685百万円

１年超 952百万円

合計 1,638百万円
  

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
 

支払リース料 465百万円

減価償却費相当額 445百万円

支払利息相当額 25百万円
  

 
支払リース料 701百万円

減価償却費相当額 670百万円

支払利息相当額 29百万円
  

（４）減価償却費相当額の算定方法 （４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

（５）利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

                同    左 

 

（５）利息相当額の算定方法 

          同    左 

 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

 未経過リース料 

１年以内 705百万円

１年超 474百万円

合計 1,180百万円

 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

 未経過リース料 

１年以内 907百万円

１年超 1,062百万円

合計 1,970百万円
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（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度（2005年２月20日現在） 当連結会計年度（2006年２月20日現在） 

 種類 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円）

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

株式 1,918 7,725 5,806 2,075 11,634 9,558連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
るもの 小計 1,918 7,725 5,806 2,075 11,634 9,558

株式 436 396 △  40 608 575 △  33連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
ないもの 小計 436 396 △  40 608 575 △  33

合計 2,355 8,121 5,766 2,684 12,210 9,525

 （注）前連結会計年度において１百万円の減損処理を行ったため、減損後の取得原価となっております。なお、減

損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ 50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行っております。 

 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度 
（自2004年２月21日 至2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自2005年２月21日 至2006年２月20日） 

売却額（百万円) 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額（百万円)
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

１ － － 685 604 －

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度（2005年2月20日現在） 当連結会計年度（2006年2月20日現在）
種類 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 1,190 1,263 
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（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

(1)取引の内容及び利用目的 (1)取引の内容及び利用目的 

当グループは、変動金利支払いの借入金を対象とし

て、将来に市中金利上昇が調達コスト（支払利息）

に及ぼす影響を回避する目的で、金利関連デリバテ

ィブ取引に該当する金利スワップ取引及び金利キャ

ップ取引を利用しております。 

また、外貨借入金に係る為替レートの変動によるリ

スクをヘッジする目的で、通貨スワップ取引及び為

替予約取引を利用しております。 

同     左 

(2)取引に対する取組方針 (2)取引に対する取組方針 

当グループは、短期的な売買差益を獲得する目的（

トレーディング目的）や投機目的のためにデリバテ

ィブ取引を行わない方針であります。 

同     左 

(3)取引に係るリスクの内容 (3)取引に係るリスクの内容 

デリバティブ取引に係わる主要なリスクは、市場リ

スク及び信用リスクがあります。このうち市場リス

クとして、当グループは金利変動リスク及び為替変

動リスクを有しております。但し、当グループでは

金利関連のデリバティブ取引については、変動金利

の借入金の金利上昇ヘッジのために利用しており、

金利上昇時の金融コストを軽減する効果を有してお

ります。 

また、通貨関連のデリバティブについては、外貨借

入金の為替変動リスクをヘッジする効果を有してお

ります。 

信用リスクとしては、取引先の契約不履行によるリ

スクがありますが、当グループは信用度の高い金融

機関を取引先としており、また、取引先も分散した

リスク管理を行っているため、契約不履行によるリ

スクはほとんどないと認識しております。 

同     左 

(4)取引に係るリスク管理体制 (4)取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引を契約する時は、取引枠・期間・

取引のタイミング等の内容につき、内規に基づいて

執行され、取引を行う部門と管理する部門を分離し、

取引内容については、定期的に担当役員、経営会議

等に報告されております。 

同     左 

(5)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明 (5)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明 

「取引の時価等に関する事項」に記載しております

金利スワップ取引及び金利キャップ取引並びに通貨

スワップ取引に係る契約額等は、当連結会計年度末

で当グループが契約している想定元本であります。

この数値は、あくまでも、金利スワップ取引及び金

利キャップ取引並びに通貨スワップ取引における名

目的な契約額又は取引決済のための計算上の想定元

本であり、当該金額による現物資産の受渡しは行わ

れず、また当該金額自体は、そのまま金利スワップ

取引及び金利キャップ取引並びに通貨スワップ取引

に係る市場リスク又は信用リスクを表すものではあ

りません。 

同     左 
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２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

前連結会計年度（2005年２月20日現在） 当連結会計年度（2006年２月20日現在） 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価 
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益
（百万円）

金利スワップ取引    市場取

引以外

の取引 支払固定・受取変動 1,624  812 △ 109 △ 109 152 －  △ 7  △ 7 

合計 1,624  812 △ 109 △ 109 152 －  △ 7  △ 7 

（注）１．時価は、契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

   



                                           
                                                                             

- 35 - 

（退職給付関係） 
前連結会計年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

提出会社は、従来、親会社であるイオン㈱及び同

社の主要国内関係会社で設立している確定給付型

の厚生年金基金制度、確定拠出年金制度及び退職

金前払制度を設けておりましたが、厚生年金基金

の代行部分について、2004年５月31日に厚生労働

大臣から過去分返上の認可を受け、2005年２月17

日に国に返還額（最低責任準備金）の納付を行い

ました。また、代行部分以外は、過去分返上の認

可の日において確定給付型の企業年金基金へ移行

し、当該企業年金基金の積立金の一部を確定拠出

年金制度へ移換いたしました。 

この結果、当連結会計年度末現在の退職給付制度

は、イオン㈱及び同社の主要国内関係会社で設立

している確定給付型の企業年金基金並びに確定拠

出年金制度及び退職金前払金制度となりました。 

１．採用している退職給付制度の概要 

提出会社は、イオン㈱及び同社の主要国内関係会

社で設立している確定給付型の企業年金基金並び

に確定拠出年金制度及び退職金前払金制度を設け

ております。 

 

２．退職給付債務及びその内訳 

 

２．退職給付債務及びその内訳 

 （百万円)

退職給付債務 △807

年金資産 559

未積立退職給付債務 △247

未認識数理計算上の差異 365

前払年金費用 117

  

 （百万円)

退職給付債務 △899

年金資産 569

未積立退職給付債務 △329

未認識数理計算上の差異 366

前払年金費用 36
 

 

３．退職給付費用の内訳 

 

３．退職給付費用の内訳 
 

 （百万円)

勤務費用 57

利息費用 18

期待運用収益 △10

数理計算上の差異の費用処理額 47

その他（注）１ 74

退職給付費用 187

退職給付制度の改定に伴う損失

（注）２ 
144

     計 332

（注）１．確定拠出年金の掛金支払額、及び退職前払金

制度による従業員に対する前払退職金支払額

であります。 

２．厚生年金基金から企業年金基金へ制度を移行

した後、企業年金基金の積立金の一部を確定

拠出年金制度へ移換したこと等に伴い発生し

た損失であります。 

 
 （百万円)

勤務費用 61

利息費用 19

期待運用収益 △10

数理計算上の差異の費用処理額 45

その他（注） 80

退職給付費用 196

 

 （注） 確定拠出年金の掛金支払額、及び退職前払金制度 

による従業員に対する前払退職金支払額であり

ます。 

         

４．退職給付債務の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務の計算の基礎に関する事項 
 

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.4％

期待運用収益率 2.29％
  

 
退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.4％

期待運用収益率 1.95％
  

数理計算上の差異の処理年数 

発生の翌連結会計年度より10年 

 

数理計算上の差異の処理年数 

発生の翌連結会計年度より10年 
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（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 
 
割賦売掛金及び営業貸付金 1,949百万円

未収収益 397百万円

貸倒引当金 1,740百万円

未払金 372百万円

未払事業税 729百万円

その他 67百万円

繰延税金資産合計 5,257百万円
 

 
割賦売掛金及び営業貸付金 3,909百万円

未収収益 622百万円

貸倒引当金 3,991百万円

未払金 844百万円

未払事業税 681百万円

その他 177百万円

繰延税金資産合計 10,227百万円
 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産 
 
有形固定資産 318百万円

一括償却資産 17百万円

ソフトウェア 72百万円

投資有価証券 70百万円

長期前払費用 230百万円

その他 119百万円

繰延税金資産小計 828百万円

評価性引当額 △ 46百万円

繰延税金資産合計 781百万円

繰延税金負債との相殺 △764百万円

繰延税金資産の純額 16百万円

 
 

繰延税金資産 
 
有形固定資産 400百万円

一括償却資産 7百万円

ソフトウェア 167百万円

投資有価証券 57百万円

長期前払費用 177百万円

その他 113百万円

繰延税金資産小計 923百万円

評価性引当額 △ 46百万円

繰延税金資産合計 876百万円

繰延税金負債との相殺 △868百万円

繰延税金資産の純額 8百万円
 

繰延税金負債 繰延税金負債 
 
前払年金費用 47百万円

特別償却準備金 34百万円

在外子会社等一時差異 165百万円

在外子会社の留保利益 107百万円

その他有価証券評価差額金 2,209百万円

繰延税金負債合計 2,565百万円

繰延税金資産との相殺 △764百万円

繰延税金負債の純額 1,800百万円
 

 
前払年金費用 14百万円

特別償却準備金 19百万円

在外子会社等一時差異 304百万円

在外子会社の留保利益 162百万円

その他有価証券評価差額金 3,657百万円

繰延税金負債合計 4,158百万円

繰延税金資産との相殺 △868百万円

繰延税金負債の純額 3,290百万円
     
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 
 
法定実効税率 41.8％

（調整） 

受取配当金等の一時差異でない項目 △ 0.1％

外国税額控除 △ 0.2％

住民税均等割 0.2％

在外連結子会社に係る税率差異 △ 3.0％

連結消去による影響 0.8％

その他  0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.6％
  

 
法定実効税率 40.4％

（調整） 

受取配当金等の一時差異でない項目  0.3％

外国税額控除 △ 0.3％

住民税均等割 0.2％

在外連結子会社に係る税率差異 △ 3.1％

連結消去による影響 

IT投資減税 

1.1％

△ 1.0％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.9％
  



                                           
                                                                             

- 37 - 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度の事業の種類については、総合あっせん、個品あっせん、融資、サービサー等

を核とした「金融サービス事業」と、保険代理店事業をはじめとする「その他の事業」に区分しておりますが、全

セグメントの営業収益の合計、営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める「金融サービス事業」の割

合がいずれも 90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度 

（自 2004年２月21日 至 2005年２月20日） 
 

国内 
（百万円） 

在外 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 営業損益  

営業収益  

(1）外部顧客に対する営業収益 96,023 26,787 122,810 － 122,810

(2）セグメント間の内部営業収益又は振替高 － 4 4 （    4） －

計 96,023 26,791 122,815 （    4） 122,810

営業費用 66,593 21,251 87,845 （    4） 87,840

営業利益 29,429 5,540 34,969     －  34,969

Ⅱ 資産 461,167 105,518 566,686 （  4,592） 562,094

（注）  在外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

香港、タイ、マレーシア、台湾、深圳（中国） 

 

当連結会計年度 

（自 2005年２月21日 至 2006年２月20日） 
 

国内 
（百万円） 

在外 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 営業損益  

営業収益  

(1）外部顧客に対する営業収益 111,294 33,456 144,751 － 144,751

(2）セグメント間の内部営業収益又は振替高 1 2 4 （    4） －

計 111,296 33,459 144,755 （    4） 144,751

営業費用 78,235 26,289 104,524 （    4） 104,519

営業利益 33,060 7,170 40,231         －  40,231

Ⅱ 資産 547,444 148,120 695,565 （  6,208） 689,356

（注）１．在外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

香港、タイ、マレーシア、台湾、深圳（中国） 

   ２．会計処理の変更 

     収益の計上基準の変更 

    「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」4.（5）に記載のとおり、AEON CERDIT 

SERVICE(ASIA)CO.,LTD.において、収益の計上基準を変更しております。この変更により、従来の方法によ

った場合と比較して、在外の営業収益及び営業利益は 29 百万円少なく計上されております。 
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【海外営業収益】 

前連結会計年度 

（自 2004年２月21日 至 2005年２月20日） 

海外営業収益（百万円） 連結営業収益（百万円） 
海外営業収益の連結営業収益  
に占める割合（％） 

26,787 122,810 21.8 

（注）  海外営業収益は、在外連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益の合計額であります。 

なお、在外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

香港、タイ、マレーシア、台湾、深圳（中国） 

 

当連結会計年度 

（自 2005年２月21日 至 2006年２月20日） 

海外営業収益（百万円） 連結営業収益（百万円） 
海外営業収益の連結営業収益  
に占める割合（％） 

33,456 144,751 23.1 

（注）１．海外営業収益は、在外連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益の合計額であります。 

なお、在外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

香港、タイ、マレーシア、台湾、深圳（中国） 
   ２．会計処理の変更 

     収益の計上基準の変更 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」4.（5）に記載のとおり、AEON CERDIT 

SERVICE(ASIA)CO.,LTD.において、収益の計上基準を変更しております。この変更により、従来の方法によ

った場合と比較して、在外の営業収益及び営業利益は 29 百万円少なく計上されております。  
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【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 2004 年２月 21 日 至 2005 年２月 20 日） 

１．親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金 

（百万円） 
事業の内容

議決権等の

被所有割合 役員の

兼任等

事業上の

関係 

取引の内容 
取引金額

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）

総合あっせん収益 6,792 買掛金 5,405

個品あっせん収益 1  

その他の収益 126 未収入金 104

諸経費の支払 339 未払金 188

  未払費用 28

親会社 イオン㈱ 
千葉市 

美浜区 
101,798 総合小売業

直接45.2%

間接 5.1%

転籍 

５人

兼任 

３人

加盟店契

約及び事

務所等の

賃借等 

事務所等保証金 38 差入保証金 465

（注）１.取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２.取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。 

３.「議決権等の被所有割合」の間接所有の割合は親会社の子会社によるもので、その内容は次のとおりであります。 

マックスバリュ西日本㈱（1.7%）、ミニストップ㈱（1.5%）、㈱コックス（0.9%）、㈱ニューステップ（0.5%）、 

マックスバリュ東北㈱（0.3%）、㈱ツヴァイ（0.2%）、㈱ブルーグラス（0.1%） 

２．兄弟会社等 

関係内容 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金 

（百万円） 
事業の内容

議決権等の

所有（被所

有）割合 

役員の

兼任等

事業上の

関係 

取引の内容 
取引金額

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）

支払利息 32 未払費用 5

資金の借入 5,000 長期借入金 5,000親会社の

子会社 

ミニスト

ップ㈱ 

東京都 

千代田区 
7,491 

コンビニエ

ンスストア

（所有） 

直接1.4% 

（被所有）

直接1.5% 

－
金銭の借

入等 
   

（注）１.取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２.取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。 

 

当連結会計年度（自 2005 年２月 21 日 至 2006 年２月 20 日） 

１．親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金 

（百万円） 
事業の内容

議決権等の

被所有割合 役員の

兼任等

事業上の

関係 

取引の内容 
取引金額

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）

総合あっせん収益 7,048 買掛金 5,482

親会社 イオン㈱ 
千葉市 

美浜区 
101,798 総合小売業

直接45.4%

間接 4.9%

転籍 

４人

兼任 

２人

加盟店契

約 
個品あっせん収益 1  

（注）１.取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２.取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。 

３.「議決権等の被所有割合」の間接所有の割合は親会社の子会社によるもので、その内容は次のとおりであります。 

マックスバリュ西日本㈱（1.7%）、ミニストップ㈱（1.5%）、㈱コックス（0.8%）、㈱ニューステップ（0.3%）、 

マックスバリュ東北㈱（0.3%）、㈱ツヴァイ（0.2%）、㈱ブルーグラス（0.1%） 

２．兄弟会社等 

  前連結会計年度まで記載しておりましたミニストップ㈱の取引については、金額に重要性がなくなっ

たため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

１株当たり純資産額 2,244円93銭 １株当たり純資産額 2,650円32銭 

１株当たり当期純利益 356円10銭 １株当たり当期純利益 405円22銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

（注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当期純利益（百万円） 18,683 21,262 

普通株主に帰属しない金額（百万円）   57    66 

（うち役員賞与金） （    57） (     66） 

普通株主に係る当期純利益（百万円） 18,626 21,195 

普通株式の期中平均株式数（株） 52,307,328 52,305,330 

 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当連結会計年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

2005年４月11日開催の当社取締役会決議に基づき、国

内無担保普通社債を発行いたしました。その概要は次

のとおりであります。 

１．発行総額   20,000百万円 

２．発行価格   額面100円につき100円 

３．利率     年1.08％ 

４．払込期日   2005年５月９日 

５．償還期限   2012年５月９日 

６．資金使途   借入金返済資金に充当いたしま

した。 

2006年１月12日開催の当社取締役会の決議に基づき、 

次のように株式分割による新株式を発行しております。

2006年２月21日付をもって普通株式1株につき3株に分 

割いたしました。 

(1) 分割により増加する株式数 

普通株式   104,644,672株 

(2) 分割方法 

2006年２月20日最終の株主名簿及び実質株主名簿 

に記載または記録された株主の所有株式数を、

１株につき３株の割合をもって分割いたしました。

 (3) 配当起算日 

   2006年2月21日 

(4) 当社が発行する株式の総数の増加 

    2006年２月21日付をもって当社定款を変更し、発 

行する株式の総数を360,000,000株増加して   

540,000,000株といたしました。 

   

  当該株式分割が前期首に行なわれたと仮定した場合 

  の前連結会計年度における１株当たり情報及び当期 

  首に行なわれたと仮定した場合の当連結会計年度に 

おける１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりと 

なります。 

  前連結会計年度   当連結会計年度 

1株当たり純資産額

748円31銭

1株当たり純資産額

883円44銭

1株当たり当期純利益

     118円70銭

1株当たり当期純利益

     135円 7銭
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２００６年２月期  個別財務諸表の概要           2006 年４月５日 

 
上 場 会 社 名        イオンクレジットサービス株式会社          上場取引所 東証市場第一部 

コ ー ド 番 号         ８５７０                                     本社所在都道府県 東京都 
（URL http://www.aeoncredit.co.jp） 

代 表 者 役職名  代 表 取 締 役 社 長 氏名 森  美樹 
問合せ先責任者 役職名  常 務 取 締 役 経 営 管 理 本 部 長 氏名 斉藤 達也  TEL(03)5281－2057 

決算取締役会開催日 2006 年４月 ５日                     中間配当制度の有無  有 

配当支払開始予定日 2006 年５月１７日           定時株主総会開催日 2006 年５月１６日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株） 

１．２００６年２月期の業績（２００５年２月２１日～２００６年２月２０日） 

(1) 経営成績           （記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

 営業収益 営業利益 経常利益 

 
2006 年 2 月期 
2005 年 2 月期 

百万円   ％
１０９,７３６（１５.９）

９４,６８２（１４.０）

百万円   ％
３２,００１（１２.０）
２８,５８２（１１.９）

百万円   ％
３２,７２８（１１.９）
２９,２４９（１１.９）

 
 

当期純利益 
1株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本
経常利益率

営業収益
経常利益率

 
2006 年 2 月期 
2005 年 2 月期 

百万円   ％
１９,０５６（１２.７）
１６,９０４（１３.７）

円  銭
363 24  
322 25 

円  銭
― ― 
― ―  

% 
１６.６ 
１７.０ 

%
６.５
７.０

%
２９.８
３０.９

（注）①期中平均株式数 2006 年 2 月期 52,305,330 株 2005 年 2 月期 52,307,328 株  
②会計処理の方法の変更  有 
③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
④取扱高     2006 年 2 月期 1,949,631 百万円（対前期増減率 15.0％） 
       2005 年 2 月期 1,695,840 百万円（対前期増減率 14.0％） 

(2)配当状況 

１株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本  

 中 間 期 末 （年 間） 
配当性向 

配 当 率 

 
2006 年 2 月期 
2005 年 2 月期 

円  銭 
９０ ００ 
７０ ００ 

円  銭
３５ ００ 
３０ ００ 

円  銭
５５ ００
４０ ００

百万円 
４,７０７ 
３,６６１ 

% 
２４.８ 
２１.７ 

%
３.８
３.４

(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
2006 年 2 月期 
2005 年 2 月期 

百万円
５４４,２９３ 
４５８,７９７ 

百万円
１２３,５３９ 
１０６,３２８ 

％ 
     ２２.７ 
     ２３.２ 

円   銭
２,３６０ ８２ 
２,０３１ ８９ 

 (注) ①期末発行済株式数 2006 年 2 月期 52,304,694 株  2005 年 2 月期 52,305,852 株 

   ②期末自己株式数  2006 年 2 月期    17,642 株 2005 年 2 月期    16,484 株 

２．２００７年２月期の業績予想(2006 年 2 月 21 日～2007 年 2 月 20 日) 

１株当たり年間配当金  
営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

中 間 期 末  

中間期 
百万円 

５８,６００

百万円
１４,４００

百万円
１５,０００

百万円
８,７００

 円 銭 
１５  ００  

円 銭
 

円 銭
 

（対前年同期増減率） （１２.８％）   （１１．１％） （１１.３％） （１１.４％）  

通 期 １２３,０００ ３５,３００  ３６,２００   ２１,０００   ２０ ００ ３５ ００

（対前期増減率）   （１２.１％）  （１０.３％） （１０.６％） （１０.２％）    

（注）取扱高は中間期 1,030,000 百万円（対前年同期増減率 11.7％）、通期  2,200,000 百万円（対前期増減率 12.8％）を見込ん

でおります。 

（参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 133 円 47 銭 

（注)1 株当たり予想当期純利益(通期)は、分割後(1 株につき 3 株の割合)の発行済株式数 156,914 千株で算出しております。 

 ※上記数値予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記載しております。 

実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想と異なる結果となる可能性があります。 
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２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（2005年２月20日現在） 
当事業年度 

（2006年２月20日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  12,500  12,153

２．割賦売掛金 ※１ 117,145  148,821

３．営業貸付金 ※１ 298,064  349,904

４．立替金  8,797  3,920

５．前払費用  722  837

６．繰延税金資産  5,008  9,627

７．未収入金  6,507  7,419

８．未収収益  3,701  4,703

９．その他  530  451

貸倒引当金  △16,211  △22,639

流動資産合計  436,767 95.2  515,200 94.7

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1）建物  865 1,054 

減価償却累計額  407 457 513 541

(2）車両運搬具  6 6 

減価償却累計額  3 2 0 6

(3）器具備品  11,888 12,567 

減価償却累計額  9,633 2,254 10,049 2,517

有形固定資産合計  2,715 0.6  3,065 0.6
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前事業年度 

（2005年２月20日現在） 
当事業年度 

（2006年２月20日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

２．無形固定資産   

(1）ソフトウェア  1,780  4,087

(2）電話加入権  37  37

(3）ソフトウェア仮勘定  1,526  －

無形固定資産合計  3,344 0.7  4,125 0.7

３．投資その他の資産   

(1）投資有価証券  8,919  12,806

(2）関係会社株式  4,483  6,013

(3）長期前払費用  254  700

(4）差入保証金  2,032  2,109

(5）前払年金費用  117  36

(6）その他  162  234

投資その他の資産合計  15,970 3.5  21,901 4.0

固定資産合計  22,030 4.8  29,092 5.3

資産合計  458,797 100.0  544,293 100.0

   

 



 

 - 44 -

  
前事業年度 

（2005年２月20日現在） 
当事業年度 

（2006年２月20日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金 ※２ 40,272  48,378

２．短期借入金  2,502  1,300

３．１年以内返済予定の長期借入金  41,200  38,300

４．コマーシャル・ペーパー  －  7,000

５．未払金  5,960  4,863

６．未払費用  1,322  1,411

７．未払法人税等  7,809  9,367

８．前受収益  269  275

９．預り金  1,190  1,151

10．賞与引当金  167  184

11. ポイント制度引当金  718  1,900

12. 利息返還損失引当金  －  223

13．その他  227  174

流動負債合計  101,641 22.1  114,530 21.0

Ⅱ 固定負債   

１．社債  60,000  90,000

２．長期借入金  189,300  213,400

３．繰延税金負債  1,527  2,823

固定負債合計  250,827 54.7  306,223 56.3

負債合計  352,469 76.8  420,754 77.3



 

 - 45 -

  
前事業年度 

（2005年２月20日現在） 
当事業年度 

（2006年２月20日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※３ 15,466 3.4  15,466 2.8

Ⅱ 資本剰余金   

 １．資本準備金  17,046  17,046

 ２．その他資本剰余金   

     自己株式処分差益  2  4

資本剰余金合計  17,049 3.7 17,051 3.1

Ⅲ 利益剰余金  
 

 １．利益準備金  3,687  3,687

 ２．任意積立金   

  （１）特別償却準備金  71 49 

  （２）別途積立金  39,995 40,066 51,995 52,044

 ３．当期未処分利益  26,874  29,981

  利益剰余金合計  70,628 15.4  85,713 15.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金  3,259 0.7  5,396 1.0

Ⅴ 自己株式 ※４ △  76 △0.0  △  88 △0.0

    資本合計  106,328 23.2  123,539 22.7

負債及び資本合計  458,797 100.0  544,293 100.0
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②【損益計算書】 
  前事業年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益   

１．総合あっせん収益  22,256 27,397 

２．個品あっせん収益  19 18 

３．融資収益  67,109 78,119 

４．融資代行収益  2,745 2,386 

５．償却債権回収益  562 511 

６．その他の収益 ※１ 1,987 1,301 

７．金融収益   

受取利息  0 94,682 100.0 0 109,736 100.0

Ⅱ 営業費用   

１．販売費及び一般管理費   

(1）広告・販売促進費  6,145 8,424 

(2）ポイント制度引当金繰入額  718 1,900 

(3）貸倒損失  2,448 440 

(4）貸倒引当金繰入額  16,211 19,489 

(5）役員報酬  121 134 

(6）従業員給与賞与  7,505 8,600 

(7）福利厚生費  1,930 2,233 

(8）賞与引当金繰入額  167 184 

(9）退職給付費用  187 196 

(10）通信交通費  6,652 7,011 

(11）租税公課  1,538 2,099 

(12）賃借料  2,015 2,432 

(13）ＣＤ運営費  2,575 2,715 

(14）支払手数料  6,837 8,936 

(15）カード発行費  2,142 2,199 

(16）減価償却費  1,858 2,052 

(17）システム運用費  1,150 1,407 

(18）その他  2,716 62,923 66.5 3,466 73,926 67.4
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前事業年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

２．金融費用   

(1）支払利息  3,084 3,605 

(2）その他  91 3,176 3.3 203 3,809 3.4

営業費用合計  66,100 69.8  77,735 70.8

営業利益  28,582 30.2  32,001 29.2

Ⅲ 営業外収益   

１．受取配当金 ※２ 775 949 

２．その他  15 791 0.8 28 977 0.8

Ⅳ 営業外費用   

１．固定資産除却損  7 32 

２．事務所撤去費用  49 75 

３．為替差損  19 21 

４．その他  46 123 0.1 120 250 0.2

経常利益  29,249 30.9  32,728 29.8
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前事業年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅴ 特別利益   

    投資有価証券売却益  － －  604 0.5

Ⅵ 特別損失   

１.ソフトウェア除却損  61 520 

２.退職給付制度の改定に伴  
う損失 

※３ 144 － 

３.ポイント制度引当金繰入  
額 

※４ － 1,057 

４.利息返還損失引当金繰入
額 

 － 223 

  ５.その他 ※５ 10 216 0.2 － 1,800 1.6

税引前当期純利益  29,032 30.7  31,532 28.7

法人税、住民税及び事業税  13,725 17,246 

法人税等調整額  △ 1,596 12,128 12.8 △ 4,770 12,475 11.3

当期純利益  16,904 17.9  19,056 17.4

前期繰越利益  11,539  12,755

中間配当額  1,569  1,830

当期未処分利益  26,874  29,981
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③【利益処分計算書又は利益処分案】 
  

前事業年度 
 （株主総会承認日 

2005年５月12日） 

当事業年度 
 （株主総会予定日 

2006年５月16日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   26,874  29,981 

Ⅱ 任意積立金取崩高      

特別償却準備金取崩高   21  21 

合計   26,896  30,002 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  2,092  2,876  

２．役員賞与金  48  57  

（内、監査役賞与金）  （   2）  （   0）  

３．任意積立金      

別途積立金  12,000 14,140 14,000 16,933 

Ⅳ 次期繰越利益   12,755  13,069 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

１．有価証券の評価基準及び
評価方法 

（子会社株式及び関連会社株式） 
移動平均法による原価法 

（子会社株式及び関連会社株式） 
 同    左 

 （その他有価証券） （その他有価証券） 
 ・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処  
理し、売却原価は移動平均法により算
定） 

・時価のないもの 
 移動平均法による原価法 

・時価のあるもの 
 同    左 

 
 

 
・時価のないもの 

同    左 
２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

３．固定資産の減価償却の方法

時価法によっております。 同    左 

(1）有形固定資産 経済的耐用年数に基づく定額法 同    左 
 主な資産の経済的耐用年数として、下記

の年数を採用しております。 
ＣＤ（キャッシュディスペンサー）４年

 

(2）無形固定資産 自社利用のソフトウェアについては社内

における利用可能期間（５年以内）に基

づく定額法によっております。 

同    左 

４．繰延資産の処理方法 
 
５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

社債発行費は支出時に全額費用として処
理しております。 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為
替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。 

同    左 
 

同    左 
 

６．引当金の計上基準   

(1）貸倒引当金 営業債権等の貸倒れによる損失に備え、
一般債権及び貸倒懸念債権毎にそれぞれ
過去の貸倒実績等を勘案して定めた一定
の基準により算出した必要額を計上して
おります。 

同    左 

(2）賞与引当金 従業員に対する賞与に備え、支給見込額
のうち当期に対応する負担額を計上して
おります。 

同    左 

(3) ポイント制度引当金 
 
 
 

当社が実施するポイント制度において、
カード会員に付与したポイントの使用に
より発生する費用負担に備え、当事業年
度末における将来使用見込額を計上して
おります。 
（追加情報） 

従来、期末における負担見込額に重要性

がなかったため、「未払金」に含めて表

示しておりましたが、2004年12月にポイ

ント繰越制度が開始されたことに伴い期

末残高に重要性が増してきたため、当事

業年度末より「ポイント制度引当金」と

して区分表示しております。 

この変更による損益への影響額はありま

せん。なお、前事業年度末における当該

金額は180百万円であります。 

当社が実施するポイント制度において、
カード会員に付与したポイントの使用に
より発生する費用負担に備え、当事業年
度末における将来使用見込額を計上して
おります。 
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項目 
前事業年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
  至 2006年２月20日） 

(4）利息返還損失引当金 
 

 
 
 
 
 
       
 
 
 
 
 
 
 
 

将来の利息返還の請求に備え、過去の返
還実績等を勘案した必要額を計上しており
ます。 
（追加情報） 
従来、支払時に費用処理していた利息の
返還額については、2006年1月に「貸金業
の規制等に関する法律」第43条（みなし弁
済規定）に関する最高裁判決が出されたこ
と、利息の返還額に金額的重要性が増して
きたことを鑑み、また、日本公認会計士協
会より「「貸金業の規制等に関する法律」の
みなし弁済規定の適用に係る最高裁判決
を踏まえた消費者金融会社等における監
査上の留意事項について」（日本公認会計
士協会リサーチ・センター審理情報［No.24］
平成18年３月15日）が公表されたことを踏
まえ、当事業年度より、将来の利息返還請
求により発生すると見込まれる額を引当計
上しております。なお、この変更により従来
と比較して、税引前当期純利益は223百万
円減少しております。 
 

(5）退職給付引当金 
 

従業員の退職給付に備え、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当期末において発生していると

認められる額を計上しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により翌期から費
用処理することとしております。 

同    左 

７．収益の計上基準 

(1）総合あっせん 

  

① 加盟店手数料 加盟店への立替払実行時に一括して計上

しております。 

同    左 

② 顧客手数料 残債方式による期日到来基準に基づき計

上しております。 

同    左 

(2) 個品あっせん   

① 加盟店手数料 加盟店への立替払実行時に一括して計上

しております。 

 

② 顧客手数料 均分法による期日到来基準に基づき計上

しております。 

 

(3) 融資 残債方式による発生主義に基づき計上し

ております。 

同    左 

８．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同    左 

９．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

 

 

 

繰延ヘッジ処理によっております。また、

特例処理の要件を満たす金利スワップ取

引については、特例処理によっておりま

す。 

 

同    左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 

ヘッジ対象は借入金の金利変動リスクで

あり、これに対応するヘッジ手段は金利

スワップ及び金利オプション取引であり

ます。 

同    左 
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項目 
前事業年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

(3) ヘッジ方針 

 

当社の規定に基づき、財務活動に係る金

利変動リスクをヘッジする目的に限定し

てデリバティブ取引を行っております。

同    左 

 

(4) ヘッジ有効性の評価方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの

期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段

のキャッシュ・フロー変動の累計を比較

し、両者の変動額を基礎にして有効性を

評価しております。ただし、特例処理に

よっている金利スワップについては、有

効性の評価を省略しております。 

同    左 

10．消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。ただし、資産に係る控除対

象外消費税等は、長期前払消費税等とし

て投資その他の資産の「その他」に計上

し、法人税法の規定に定める期間で償却

しております。 

同    左 
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会計処理の変更 

前事業年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

 

 
 （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成 14 年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 

平成 15 年 10 月 31 日）が 2004 年３月 31 日以降に終了

する事業年度に係る財務諸表から適用できることにな

ったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び同適

用指針を適用しております。これによる損益に与える

影響はありません。 

 
表示方法の変更 

前事業年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

 

 

  

 

（貸借対照表関係） 

 従来、無形固定資産に個別掲記していた「ソフトウェア

 仮勘定」は、当事業年度末においてソフトウェアの金額

 に占める重要性がなくなったため、無形固定資産の「ソ

 フトウェア」に含めて表示しております。なお、当事業

 年度末における当該金額は320百万円であります。 

 

追加情報 
 

前事業年度 
（自 2004年２月21日 
 至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
 至 2006年２月20日） 

 

 

 （外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が2003年３月31日に公布され、2004年４月１日以

後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会  

実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般管理費の「租税

公課」に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費の「租税公課」が261

百万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益がそれぞれ同額減少しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（2005年２月20日現在） 

当事業年度 
（2006年２月20日現在） 

※１．割賦売掛金及び営業貸付金 ※１．割賦売掛金及び営業貸付金 

（１）部門別の割賦売掛金残高は次のとおりであります。（１）部門別の割賦売掛金残高は次のとおりであります。
 

部門別 金額（百万円） 

総合あっせん 116,975 

個品あっせん 169 

合計 117,145 

  

 

部門別 金額（百万円） 

総合あっせん 148,688 

個品あっせん 132 

合計 148,821 

  
（２）営業貸付金に含まれる信託受益権 

当期末の営業貸付金残高には、債権流動化に伴い

当社が保有した信託受益権6,803百万円が含まれ 

ております。 

 （３）割賦売掛金の売却取引 

   当期において、割賦売掛金のうちカードショッピン

グ（総合あっせん）の１回払い債権の一部（41,304

百万円）をコンチェルト・レシーバブルズ・コーポ

レーションに売却しております。 

（２）営業貸付金に含まれる信託受益権 

    当期末の営業貸付金残高には、債権流動化に伴い

当社が保有した信託受益権5,714百万円が含まれ  

ております。 

（３）割賦売掛金の売却取引 

当期において、割賦売掛金のうちカードショッピン

グ（総合あっせん）の１回払い債権の一部（50,000

百万円）をコンチェルト・レシーバブルズ・コーポ

レーションに売却しております。 
      
※２．関係会社に対する資産及び負債 ※２．関係会社に対する資産及び負債 
  

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであ

ります。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであ

ります。 

買掛金 5,597百万円
 

買掛金 5,758百万円
 

※３．会社が発行する株式及び発行済株式の総数 ※３．会社が発行する株式及び発行済株式の総数 
 

授権株式数 180,000,000株

発行済株式数（普通株式） 52,322,336株
  

 
授権株式数 180,000,000株

発行済株式数（普通株式） 52,322,336株
  

※４．当社が保有する自己株式の数は、普通株式16,484

株であります。 

※４．当社が保有する自己株式の数は、普通株式17,642

株であります。 
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前事業年度 
（2005年２月20日現在） 

当事業年度 
（2006年２月20日現在） 

 ５．偶発債務  ５．偶発債務     

  経営指導念書等 

主要な関係会社の資金調達に関連して、親会社

として各社の健全な財政状態の維持責任を負

うこと等を約した経営指導念書等を金融機関

に差入れております。 

なお、上記の経営指導念書等のうち、「債務保

証及び保証類似行為の会計処理及び表示に関

する監査上の取扱い」（平成11年２月22日 日

本公認会計士協会監査委員会報告第61号）に基

づく保証類似行為に該当するものはありませ

ん。 

  経営指導念書等 

同     左 

  ６．当座貸越契約、借入コミットメント契約及び貸出

コミットメント契約 

（１）当座貸越契約及び借入コミットメント契約 

   当社は運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行数行と当座貸越契約及び借入コミッ

トメント契約を締結しております。これらの

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

当座貸越及び借入コミットメント極度額 41,450百万円 

借入実行額 2,502百万円 

差引：借入未実行残高 38,947百万円 

（２）貸出コミットメント契約 

   当社はクレジットカード業務に附帯するキ

ャッシング業務等を行っております。当該業

務における貸出コミットメントに係る貸出未

実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 3,470,044百万円 

貸出実行額 290,628百万円 

差引：貸出未実行残高 3,179,415百万円 

なお、上記貸出コミットメント契約においては､  

借入人の資金使途、信用状態等に関する審査が

貸出の条件となっているため、必ずしも全額が

貸出実行されるものではありません。 

  ６．当座貸越契約、借入コミットメント契約及び貸出

コミットメント契約 

（１）当座貸越契約及び借入コミットメント契約 

   当社は運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行数行と当座貸越契約及び借入コミ

ットメント契約を締結しております。これら

の契約に基づく借入未実行残高は次のとお

りであります。 

当座貸越及び借入コミットメント極度額 41,450百万円 

借入実行額 800百万円 

差引：借入未実行残高 40,650百万円 

（２）貸出コミットメント契約 

   当社はクレジットカード業務に附帯するキ

ャッシング業務等を行っております。当該業

務における貸出コミットメントに係る貸出

未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 3,989,053百万円 

貸出実行額 338,645百万円 

差引：貸出未実行残高 3,650,407百万円 

  なお、上記には、流動化の対象とした債権に 

係る金額を含んでおります。 

 また、上記貸出コミットメント契約において

は､借入人の資金使途、信用状態等に関する審

査が貸出の条件となっているため、必ずしも全

額が貸出実行されるものではありません。 

 ７．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は3,259

百万円であります。 

７. 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は5,396

百万円であります。 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

※１．その他の収益 ※１．その他の収益 

その他の主なものは会員誌購読料550百万円、保険

手数料280百万円であります。 

その他の主なものは会員誌購読料555百万円であ  

ります。 

※２．営業外収益には関係会社との取引に係るものが次

のとおり含まれております。 

※２．営業外収益には関係会社との取引に係るものが次

のとおり含まれております。 
 

受取配当金 699百万円
  

 
受取配当金 866百万円

  
※３．退職給付制度の改定に伴う損失は、厚生年金基金

から企業年金基金へ制度を移行した後、企業年金

基金の積立金の一部を確定拠出年金制度へ移換し

たこと等に伴い発生した損失であります。 

※３．   

※４.            ※４. 過年度に付与したポイントの使用によるものであ

ります。 

※５．その他の主なものは会員権等の評価損９百万円で

あります。 

※５．         

６．部門別取扱高 

  総合あっせん   1,075,473百万円 

  個品あっせん      275百万円 

  融資        426,001百万円 

  融資代行      194,052百万円 

  その他          37百万円 

      合計      1,695,840百万円 

 

６．部門別取扱高 

  総合あっせん   1,294,645百万円 

  個品あっせん      215百万円 

  融資        480,698百万円 

  融資代行      174,036百万円 

  その他          35百万円 

      合計       1,949,631百万円 
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（リース取引関係）        

前事業年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額 
相当額 

（百万円） 

減価償却
累計額 
相当額 

（百万円） 

期末残高
相当額 

（百万円）

車両運搬具 61  11  50 

器具備品 2,301  506  1,794 

ソフトウェア 195  59  135 

合計 2,558  577  1,981 

  

 

 
取得価額 
相当額 

（百万円）

減価償却
累計額 
相当額 

（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

車両運搬具 132  44  87 

器具備品 2,368  1,018  1,349 

ソフトウェア 195   105  90 

合計 2,696  1,168  1,528 

  
（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

 
１年内 603百万円

１年超 1,390百万円

 合計 1,993百万円
  

 
１年内 655百万円

１年超 896百万円

 合計 1,551百万円
  

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
 

支払リース料 442百万円

減価償却費相当額 423百万円

支払利息相当額 24百万円
  

 
支払リース料 670百万円

減価償却費相当額 640百万円

支払利息相当額 27百万円
  

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法により算出しております。 

（５）利息相当額の算出方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分については、

利息法によっております。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

 

（５）利息相当額の算出方法 

         同    左 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

 未経過リース料 

１年内 16百万円

１年超 5百万円

 合計 21百万円
 

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

 未経過リース料 

１年内 9百万円

１年超 4百万円

 合計 13百万円
 

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度（2005年２月20日現在） 当事業年度（2006年２月20日現在） 

 貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円）

差額 
（百万円）

貸借対照表
計上額 
（百万円）

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円）

子会社株式 2,365 24,494 22,129 2,365 28,249 25,883 

合計 2,365 24,494 22,129 2,365 28,249 25,883 

 （注）上記株式は、AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO.,LTD.及び AEON THANA SINSAP（THAILAND）PLC．であります。 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 

  
割賦売掛金及び営業貸付金 1,935百万円

未収収益 391百万円

貸倒引当金 1,536百万円

未払金 370百万円

未払事業税 707百万円

その他 67百万円

繰延税金資産合計 5,008百万円

 

  
割賦売掛金及び営業貸付金 3,885百万円

未収収益 619百万円

貸倒引当金 3,473百万円

未払金 843百万円

未払事業税 631百万円

その他 173百万円

繰延税金資産合計 9,627百万円
 

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 

  
有形固定資産 317百万円

一括償却資産 16百万円

ソフトウェア 72百万円

投資有価証券 70百万円

長期前払費用 230百万円

その他 102百万円

繰延税金資産小計 810百万円

評価性引当額 △ 46百万円

繰延税金資産合計 763百万円

 
 

  
有形固定資産 398百万円

一括償却資産 6百万円

ソフトウェア 165百万円

投資有価証券 57百万円

長期前払費用 177百万円

その他 109百万円

繰延税金資産小計 915百万円

評価性引当額 △ 46百万円

繰延税金資産合計 868百万円
 

繰延税金負債 繰延税金負債 

前払年金費用 47百万円

特別償却準備金 33百万円

その他有価証券評価差額金 2,209百万円

繰延税金負債合計 2,291百万円

繰延税金負債の純額 1,527百万円
 

前払年金費用 14百万円

特別償却準備金 19百万円

その他有価証券評価差額金 3,657百万円

繰延税金負債合計 3,691百万円

繰延税金負債の純額 2,823百万円
 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 
 

法定実効税率 41.8％
  

 
法定実効税率 40.4％

  
（調整） （調整） 

 
受取配当金等の一時差異でない項目 △ 0.1％

外国税額控除 △ 0.3％

住民税均等割 0.3％

その他  0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.8％
 

 
受取配当金等の一時差異でない項目  0.3％

外国税額控除 △ 0.3％

住民税均等割 0.3％

IT投資減税 △ 1.2％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.6％
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（１株当たり情報） 

項目 
前事業年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

１株当たり純資産額 2,031円89銭 2,360円82銭 

１株当たり当期純利益 322円25銭 363円24銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

潜在株式が存在しないため記載して 

おりません。 

同   左 

 

（注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

当期純利益（百万円） 16,904 19,056 

普通株主に帰属しない金額（百万円）   48   57 

（うち役員賞与金） （    48） （     57） 

普通株主に係る当期純利益（百万円） 16,855 18,999 

普通株式の期中平均株式数（株） 52,307,328 52,305,330 

 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

2005年４月11日開催の取締役会決議に基づき、国内無

担保普通社債を発行いたしました。その概要は次のと

おりであります。 

１．発行総額   20,000百万円 

２．発行価格   額面100円につき100円 

３．利率     年1.08％ 

４．払込期日   2005年５月９日 

５．償還期限   2012年５月９日 

６．資金使途   借入金返済資金に充当いたしま

した。 

2006年１月12日開催の取締役会の決議に基づき、次の 

ように株式分割による新株式を発行しております。 

2006年２月21日付をもって普通株式１株につき３株に

分割いたしました。 

(1) 分割により増加する株式数 

普通株式   104,644,672株 

(2) 分割方法 

2006年２月20日最終の株主名簿及び実質株主名簿 

に記載または記録された株主の所有株式数を、

１株につき３株の割合をもって分割いたしました。

 (3) 配当起算日 

   2006年２月21日 

(4) 当社が発行する株式の総数の増加 

    2006年２月21日付をもって当社定款を変更し、 

   発行する株式の総数を360,000,000株増加して 

540,000,000株といたしました。 

   

当該株式分割が前期首に行なわれたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報及び当期首に

行なわれたと仮定した場合の当事業年度における１

株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

  前事業年度   当事業年度 

１株当たり純資産額

677円30銭

１株当たり純資産額

     786円94銭

１株当たり当期純利益

     107円42銭

１株当たり当期純利益

     121円 8銭
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（役員の異動） 

１．新任取締役候補 

   畠田 公二   （現 関東支社長） 

   玉井  貢   （現 財務経理統括部長） 

 

２．退任予定取締役 

  取締役 古谷 寛 


